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第3章 映像新時代を迎える情報通信

映像 とは一般 的に、ス クリー ンや ブラウン管、液晶デ ィスプ レイ及 び

空間等の上に、光学的 あるいは電子的に投影 ・受像 ・創造 され る像 を言

うが、今 日の社会 のあらゆ る分野 にお いて、広汎に取 り入れ られ、用 い

られてお り、種 々の側面において重要 な役割 を果 た している。

映像 は、人間の視覚 に直接伝 わ り、直観 的な理解 を可能 とさせ るな ど

優れた特質 を有 してお り、衛星通信 ・放送技術 の進歩 ともあいまって、

国境 を越 えた映像情報が東欧 ・旧 ソ連の政治的な変革に も影響 を与えた

と考 えられるな ど、現代社会において極めて大 きな影響 ・効果 を持つ よ

うになって きてい る。

また、衛 星放送や ケーブルテレビ、ハ イビジョン等 多メデ ィア・多チ ャ

ンネル化 の進展に伴 い、映像 メデ ィアの 多様化 と映像情報 の量的拡大は

目覚 まし く、それ とともに、 ビデオ、 コンピュー タゲーム等娯楽 の分 野

をは じめ として、医療、教育、企業活動等に も活用 され るなど、 日常生

活 に深 くかかわ って きている。

さらに、 コンピュー タによる映像の創造、すなわちコンピュー タグラ

フィックス(CG)が 映像 の生成において大 きな位置 を占め るようになっ

てきてお り、 これによ り、従来人間の肉眼では見るこ とがで きなか った

分子 ・原子 レベルの世 界、遠い宇 宙の様子、歴 史的 な出来事等 の映像 に

よる視覚化が容易 となって きてい る。 また、バーチャル リア リテ ィ(仮

想現実感)や 立体映像等、新 しい技術 を利用 した映像 も登場 し、映像 に

よる仮 想体験が可能 とな るな ど、映像 の質が変化 し、高度化 しっっあ る

といえる。
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一方、 ビデ オカメラ、パ ソコン等の機器の低価格 化、高機能化 等によ

り、誰 もが気軽 に映像 を制 作 ・編集 ・加工 で きるよ うに な り、 また、そ

う した映像 を コ ミュニ ケー シ ョンの手段 として利用す るこ とが可能 とな

るなど、従来の映像 を視聴す るとい う受動的立場か ら、映像 を利用す る

とい う能動 的立場 へ と利用 形態 の変化 も見 られ るよ うに なって きてい

る。

このよ うに現代社会 においては、映像 メデ ィアの 多様化 ・高度化及び

映像情報の量的拡大、 そして映像 その ものの質的 な変化や映像 の利用形

態の変化 等が顕著 となって きてお り、 こ うした意味で新 しい映像 の時代

(「映像新 時代 」)・が到来 してい るもの といえよ う。

本章 では、社会経済の在 り方や生活環境等に大 きな影響 力 を持 ち、21

世紀に向け た、豊かな国民生活の実現のために不可 欠 となっている映像

について、情報通信分 野を中心 にその現状 と動向 を分析す るとともに、

映像新 時代におけ る情報通信の果 たすべ き役割 と課題 につ いて論 じてい

くこ ととしたい.

第1節 映像 メディアの発展 と現代社会

1映 像 メデ ィアの発展 の歴史

映像 は、直接的かつ効果 的に視覚 に訴え る情報伝達手段 である。テ レ

ビジ ョン放送 をは じめ として、 ビデオ、 コン ピュー タゲーム等、今 日映

像はあ らゆる場面で利用 され、 また、様 々な映像 メデ ィアが発達 して き

てお り、情報通信分 野におけ る利用な ど我々の生活 に欠かせ ない もの と

なっている。

電信 以来の電気通信技術 の進歩に よって、電話、 デー タ通信等様々な

情報通信 メデ ィアが出現 し、普及 して きたが、映像分野 において も、光
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第3-1-1表 映像 に関す る主 な出来事

西暦

1644

1873
78
89

95

97
99

1903
22

26

28

29

30

31
32

36

39
40

45
48

49

50

53

56

58

60
62

63

64
65

67
69

70
77

78
79

81

82
83

84
86

88

89

90

91

92

元 号

正保元年
明治6年

11年
22年

28年

30年
32年

36年

大正11年
15年

昭和3年

4年
5年

6年
7年

11年

14年
15年

20年
23年

24年

25年

28年

31年

33年

35年
37年

38年

39年
40年

42年
44年

45年
52年

53年

54年
56年

57年
58年

59年

61年
63年

平成元年

2年
3年

4年

映 像 に 関 す る 主 な 出 来 事

●キル ヒャー(ド イツ)が 世界初の幻灯機公開

●英、米で テレビジ ョンの研究開始
● レイノー(フ ランス〉が プラキシノスコープ完成(ア ニ メー ションの誕生)

●エ ジソン(米 国)が キネ トスコープ完成

● りユ ミエール兄弟(フ ランス)が シネマ トグラフ発表
●ブ ラウ ン(ド イツ)が ブ ラウン管発明
○駒田好洋が最初の国産劇映画 を製作

○東京 ・浅草に 日本初の映画常設館 「電気館」創設

●全米映画製作配給業者協会(MPPA)設 立
●ベアー ド(英国)、 ベ ル研究所(米 国)が 各々テレビジ ョンの公開実験 に成功
○ 日本放送協会(NHK)設 立

●米国 ・ニュー ヨー ク州 でテレビジ ョン試験放送開始

○高柳 健次郎がテ レビジ ョンの実験に成功

●英国でテ レビジョン試験放送開始
ONHKが テレビジョンの研究に着手
○東京、大阪間で写真電送開始

●ファン スワー ス(米 国)が 電気撮像管 を発明

● ドイツでテレビジ ョン試験放送開始
● ロン ドンで テレビジョンの本放送 を開始(1939年 戦争に より中止)

9

0日 本初の カラーニ ュー ス映画公開
ONHKが テレビジョンの公開試験放送開始

●米国で カラーテ レビジョンの放送試験に初めて成功
●米国、CBS方 式に よるカラー テレビジョン実験放送開始

●ガボール(英 国)が ホログラムの原理 を提案
○映画倫理規定管理委員会(映 倫)発 足

○電波法、放送法制定
ONHKが テレビジョン試験放送 を開始

ONHK及 び民放が テレビジ ョン放送開始

●米国 でVTR開 発
ONHKが カラー テレビジョン実験放送開始
○民放連が 「テレビ放送基準」(放 送 コー ド)を 制 定

ONHKと 民放11局 がNTSC方 式に よるカラー テレビジョン本放送 を開始

●通信衛星「テルス ター1号 」に よる米国 ～欧州間の テレビ衛星中継開始
●米国にお いてレーザー光線 を用 いたホログラフィーの実験成功
○通信衛星「リレー1号 」による日米間テレビ衛星中継の実験成功(ケネディ大統額の暗殺)

● インテルサ ッ ト発足

●世界初の商業衛星 「インテルサ ット1号 」打 ち上げ
●欧州諸国で カラー テレビ本放送開始

○宇宙開発事業団設立
●米国でテ レビ電話のサー ビス開始

○我が国初の通信衛星(CS)打 ち上 げ
○我が国初の放送衛星(BS)打 ち上げ

● インマ ルサ ッ ト発足'

○ レーザー ビジョン方式に よるビデ オ ・デ ィスク ・プ レーヤー発売開始
○音声 多重放送開始
○文字 多重放送開始

○実用放送衛星(BS-2a)打 ち上 げ

○実用放送衛星(BS-2b)打 ち上げ

●フ ランス、欧州初の直接放送衛星(TDF-1)の 打 ち上げ成功
ONTT等 、一般向けテ レビ電話の販売開始
ONHK、 衛星放送の本放送開始

○我が国初の民間通信衛星打ち上げ、通信衛星によるCATV事 業者への番組供給開始

○宇宙開発事業団、直接放送衛星(BS-3a)を 打 ち上 げ
○民間衛星放送事業者 による有料放送サー ビス開始

○ハ イビジョン試験放送開始
OBS-3b打 ち上げ

○通信衛星 を利用 した放送 の開始

(注)● は海外及び国際機関等に関す る事項 を、○は我が国におけ る事項 を表す。
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ファイバー伝 送、衛 星通信等 の情報通信分 野におけ る技術 の進展等 によ

り映像 の伝 送が容易 となる とともに、衛 星放 送、ハ イ ビジョン等 の新 し

い映像 メデ ィア も登場す るなど、映像 メデ ィアの一層 の高度化 ・多様化

が進展 して いる(第3-1-1表 参照)。

(1)映 像メデ ィアの発展の歴史

映像が科学技術 として可能 とな ったのは歴 史的にみ ると、比較的 に新

しい。影絵 そ して17世 紀のガ ラス板 の絵 を壁 に映 して動かす幻灯機 を

基礎 として創始 された近代的写 真術 の発 明が その起源 とされ る。

近代的写真術 は、1839年 のフ ランスのダゲール による銀板写真術(ダ

ゲ レオタイプ)の 発 明を起源 とし、更に半世紀 を経 た1895年 の、 フラン

スの リュ ミエール兄弟 によるシネマ トグラフの発 明によって、映画へ と

発達 してい くことになる。映画は大衆娯楽 として、人々に広 く受 け入れ

られ興隆 し、産業 として 目覚 ましい成長 を遂 げた。

テレビジ ョン放送 は、1936年 イギ リスにおいて、世界 で初めて開始 さ

れたが、我が国においては、1953年(昭 和28年)2月 、NHKに よって

開始 され た。約半年 後の同年8月 には民間放送 に よる本放送 も開始 さ

れ、我が国に もテ レビ時代 の幕が上が った。

昭和30年 代 に入 る とテ レビジョン放 送 はNHK、 民間放 送 ともに国内

主要地域 で受信可能 とな り、テ レビジ ョン受像機 の大量生産 と低価格化

もあ り普及が飛躍的 に進展 した。

その後、テ レビジ ョンの技術 開発 は、映像 の カラー化へ と進 み、1960

年(昭 和35年)、NHKと 民間放送が そろって カラー放送 を開始 した。

こ うしてテ レビジ ョンは、 それまで映画館 等で しか見る ことので きな

か った映像 を茶 の間 に もた らし、娯楽の中心 を占め るまでに成長 した。

昭和30年 度末 では17万 世 帯に過 ぎなか ったNHKの 受信 契約数 は、4年

12月 末現在 、3,421万 世帯 に も達 している。テレビジョン を通 じて様 々な
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情報や文化が伝 えられ、映像文化の興隆 に大 きな役割 を果た して きてい

る。

さ らに、 ビデオの発明に より、 テレビ ジョン放送 が記録 されるこ とで

時間的制約か ら解放 され、 また、安価 にかつ容易に映像 ソフ トを入手で

きるようになったこともあ り、映像 をいつ でも自由に見 ることが できる

ようになるな ど、映像情報が時間 を超 える力や文字 ・活字 の持つ記録性

を持つ ことこととな り、映像文化が一層興隆 している。

(2)現 代社会の映像 メディァ

今 日では、高画質 ・高 品質 で臨場感、迫力、 きめの細か さな ど、人間

の情緒 ・感性 にかかわ る表現 を可能 としたハ イビジ ョンや、近年の放 送

の多メデ ィア ・多チャンネル化の進展 を象徴 す る衛星放 送や ケーブルテ

レビ等、 多様 な映像 メディアが発達 ・普及 して きている。

また、 昨今、情報 の表現手毅 としての、文 字、図形、 音声、静止画 、

動画像等 のメデ ィアを複数組み合 わせ、かつ 同時に利用 し、 それ らを1

つの端末 に表現す るこ とを可能 とす るマルチ メデ ィア端末が出現 して き

て いる。 中でも、 キーワー ド等 に よって必要 な情報の検索が でき、随 時

にデ ィス クに収録 された内容 をディスプ レイに映 し出 して見るこ とがで

きるCD-ROM(コ ンパ ク トディスクを利用 した読み出 し専用 メモ リ)

等 を搭載 したマルチメデ ィア端末 も登場 し、 また、 そうした端末間での

デー タ通信 ネ ッ トワー クに よる映像伝送 が技術的に可能 となるな ど、技

術革新に よって映像 メデ ィアの発展が顕著 となって きている。

現代社会 は、 テレビジョンを軸 に、様 々な映像 系の情報通信 メディア

が発達 し、多様化 ・高度化す る とともに、情報通信 インフラの発達やデ

ジタル技術の進歩に よって、端末や伝送手段等の共有化が実現す るなど、

いわゆ るメデ ィアの融合 が可能 となる時代 を迎 えつつ あるのである。
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2現 代社会 における映像

現代社会 において、即 時性 、表現力等に優れ、明快 で説得力が ある映

像 は、情報通信 な どを通 じて政 治 ・社会 、産業 ・経済、文化 ・生活様式

等多様 な分 野において、広 く用 い られてお り、 また、 多大 な影響 を及ぼ

す ようになって きて いる。本項 では、 各分野 に与 える影響等につ いて概

観す る。

(1)政 治 ・社会 と映像

衛星通信 ・放送技術の進歩に よ り、映像情報 が世 界を駆 け巡 り、 リア

ル タイムで、世界各地 で起 こった事件 、ニュース等 に身近 に接す ること

がで きるよ うに なって きている。

湾岸戦争 にお いては、その リアル な映像 に よって、戦争 の進展状況等

を瞬時に情報 として入手す るこ とが可能 となった。

また、東欧や 旧ソ連の民主化、 自由化においては衛星放送が大 きな役

割 を果た した と言われてい る。衛星 による映像 情報 は、あ らゆる国境の

壁 を越 えて到達す るこ とが可能 であ り、 こ うして到達 した諸外 国の情報

が東欧諸国等 の変革 を加速 させ た と言 われてい る。

この ように、今 日では、映像情報が時間や空間の制約 を超 えて世界各

地 に瞬時に伝 わ るこ とで、歴 史 を動かす要因 と もな り、 また、世論形成

に大 きな影響 力 を持つ よ うにな っている。 また、一方で国際社会 の相互

理解の醸成に寄 与す るなど、政 治 ・社会に対 して も大 きな影響 を与えて

い る。

(2)産 業 ・経済活動 と映像

企業 内映像系情報通信分野では、ISDN回 線や衛星通信 回線 を利用

して、遠隔地間のテレビ会議、新商 品情報、営業情報等映像が広 く利用

されている。テ レビ会議に よって出張の節減が可能 とな り、時間及び経

費の削減 に資す る効 果 をもたら し、 また、商 品 ・営業情報 を映像化 し、
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伝送す ることに よって、情報 に対す る理解が容易 とな り、 コ ミュニケー

ションが活発 化するな どの影響 を与 えてい る。

販売促進や 商品説 明等セールスプロモー ションに もビデオや衛 星通信

回線による映像伝送が活用 されてお り、企業業績の向上 に貢献す る一方、

社員教育や研 修においても利用 され、企業 の人材育成 に重要 な役割 を果

たしている。 また、企業 イメー ジの向上に も映像が用いられ、会社案 内

や求人案 内、 さらには社 史の作成 にビデオが活用 され るなど している。

さらに、企業 の技術 ・商品開発分野では、CG映 像 による商品デザ イ

ン設計等に用い られた りす るな ど、業務 の効率化、迅速化等に大 きな役

割 を果 た してお り、最近では、映像系の情報通信 メデ ィアの発達や情報

通信 インフラの整備 によ り、在宅 オフ ィスやサ テライ トオフィスが可能

となるな ど、就業環境に も影響 を与 えるようになって きている。

このよ うに今 日の産業 ・経済活動において、映像 の利活用 は不可欠で

あ り、また、経済的 な効果 も期待 され るな ど大 きな影響 を与 えてお り、

今後 もその役割 は ます ます重要 な もの となってい くと思 われ る。

(3)文 化 ・生活様式 と映像

衛星放送、ケーブルテレビ、 さ らにはハ イビジ ョン等多 メデ ィア ・多

チャンネル化が進展 し、利用可能 な映像 メディアの選択肢が拡大 したこ

とで、映像情報に対す る欲 求の充足に貢献す る とともに、生活に変化 と

多様性が もたらされてい る一方、高度化 す る映像 に対す るニー ズに対応

して、CG、 バーチ ャル リア リテ ィ等の映像表現技術 を用 いた映像が 多

く用い られ るようになるな ど、新 しい映像文化が興 隆 し、受け入れ られ

るようになって きている。

また、家庭用 ビデ オカメラの普及に よって、個 人で映像の撮影 ・編集・

加工 に携 わることが できるようにな り、今 まで単に放送等 を通 じて映像

を視聴 す る とい う受動的 な立場 にいた映像 メディアの利用者が能動的 な
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立場に変化 して きてお り、人間 と映像 との新 しい関係が構築 されつづあ

る。

さらに、昨今 では、医療分野において遠隔地 間の映像伝送が実現 し、

離島住 民等の利便の向上に貢献 した り、教育 の分野 において も、一部大

学等において、遠隔校舎 間 で講義模様 の映像伝送が行 われ るな ど、情報

の地域 による格 差是正 に寄与 している。 また、高精細 なハ イ ビジ ョン映

像 に よる絵画のデー タベー ス化 が行 われ るな ど、芸術分野 に映像が果た

している影響 も大 きい。

この ように、映像 は文化 ・生 活様式面の種 々 の分野 で活用 され、生活

利便 の向上や新 しい文化 の創造 に大 きな役割 を果 た してお り、 その役割

は今後 ともます ます高 まってい くもの と考 え られ る。
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第2節 映像系情報通信の動向

情報化 の進展 とともに、映像 情報 は情報通信分野 など我々の生活にお

いて重要 な役割 を果た して いる。本節 では、郵政省で実 施 した映像 系情

報通信 に関す る利用状況の ヒア リング調査等 の結果等 を基 に、「映像系情

報通信 の利用動向」、「映像市場 等の動 向」、「技術開発の動 向」及び 「海

外の動 向」 を考 察す る。

1映 像系情報通信の利用動向

(1)家 庭 における利用動 向

経済企画庁 の 「家計消費 の動向」による と、1世 帯 あた りのカラーテ

レビ保 有台数 は、昭和56年 が1.53台 、3年 が2.04台 とな ってお り、今や

カラーテ レビは1世 帯 に約2台 普及 している。

また、衛星放送受信契約世帯数につ いては、元年度末で1,403千 世 帯、

3年 度末で5,426千 世帯 と、過去3年 間で約4倍 と、急速に増加 してい る。

今後の利用意向について も、郵政省 の 「通信利用動向調査(4年 度)」

によると、調査対象世帯の39.6%の 世帯が 「衛 星放送サー ビスを利用 し

たい」との意 向を示 してお り、今後の普及が期待 される。

家庭 における映像へ の接触時間につ いては、NHKの 「国民生活時間

調査(2年 度)」に よると、第3-2-1図 の とお り、2年 度のテレビ視

聴時間(国 民全体 、全員平均)は189分 となってお り、他の主要 な メデ ィ

ア等への接触時間(ラ ジオ25分 、新聞20分 、 ビデ オ5分)と 比較 しても、

個 人の生活時問 に占め るテレビの接触時間が圧倒 的に大 きいことが うか

が える。

この ように、近年、地上波 によるテ レビジ ョン放送 とともに、放送衛
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第3-2-1図 主 なメ デ ィァの利 用時 間の 推移

分

時

間 ビデ オ新 聞

40455055602

年 度

「国 民生 活 時 間調 査 」(NHK)に よ り作 成

(注)ビ デ オは昭 和60年 よ り、 調査 が 開 始 され た。

星及 び通信衛 星 を利用す る放送や都市型 ケー ブルテレビ、ハ イビジョン

等の開始 によ り、放送 メディアは急速 に多様化 してお り、家庭において

映像情報 を入手す るメデ ィア として、テ レビが 中心的位 置 を占めてい る。

一方、 テレ ビ視 聴 を含め た多目的利用 によ り、近年、急速 に普及 して

いるVTRに つ いては、「家計消費の動 向」に よると、1世 帯 あた りの保

有台数 は、昭和56年 が0.08台 、3年 が0.84台 となってお り、着実 に普及

してい る。
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家 庭での テ レビゲ ームの 参加 実態
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「レジ ャー 白 書」 働 余 暇 開 発 セ ン ター)に よ り作 成

ま た 、 家 庭 用 テ レ ビ ゲ ー ム に つ い て は 、 第3-2-2図 の とお り、 参

加 人 口(3年 は2,590万 人)、 参 加 率(3年 は25.3%)と も に 上 昇 傾 向 が

続 い て い る。 と りわ け 、10代 男 性 の 参 加 率 が72.1%と 高 く(第3-2-3
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第3-2-3表 家庭 での テ レ ビゲ ーム の性 及 び年代別 参 加率(3年)

性別全体 10代 20代 30代 40代 50代

『

60代 以上

男 性 30.9 72.1 50.5 42.8 22.7 7.3

『

5.2

女 性 19.8 40.0 30.5 35.0 13.7 5.5

一

3.0

「レジ ャー 白書 」(㈱ 余暇 開 発 セ ン ター 〉 よ り作 成

第3-2-4表 家庭 にお け る映像 利 用

用 途 利 用 例

映像鑑賞 地上波テレビや衛 星放送、ケー ブルテ レビによる番組視聴

博覧会、展示会等での映像 鑑賞

ホテル等での館内有料 テレビ放送

航空機 の機内等 でのテ レビやVTR放 送

街頭やイベ ン ト会場等でのハ イビジョン放送

生活行動 地上波や ケーブルテレビ放送にみ るテレビショッピング、テ レビ

ゲーム機等 を介 した株式情報の参照や株式注文

コ ミュ ニ ケ ー シ 耳 ン テ レ ビ電 話 、 ビデ オ レ ター(録 画 ビデ オ に よ る近 況報 告)

モニ ター カ メ ラ付 き イ ン ター フ ォ ン

教育 ・学習 映像 を利用 した研修、講演の受講

CD-ROMを 利用 した雑誌や英会話教材

ビデオ雑誌(雑 誌等の定期刊行物 をビデ オ化)

趣味 ・娯楽 三 次 元 の 立 体 映 像 ・体 感 シ ミ凶 レー シ ョ ン ゲー ム や イ ン タ ラ ク

テ ィブ ゲー ム

フ ライ トシ ミュ レー シ ョン を生 か したア トラ クシ ョン

カ ラオ ケ、CD動 画 カ ラ オケ

遠 隔 地 コ ンサー ト

映像制作 ビデオカメラ等に よる映像制作、VTR等 による映像 編集

表参照)、家庭 におけ る余 暇活動 として、テレビゲームは若年層の間では

一般的に な りつつ あ り
、近 年、通信 を介 して オンラインでゲーム を楽 し

む利用が可能 となってい る。今後、家庭 においては、テ レビに様 々な情

報通信機器 を接続 して、映像 を利用す る形態が進展 して い くもの と考 え

られ る。

今 日の家庭 生活(家 庭外におけ る個 人利用 も含む)に おいて、映像 系

情報通信は、多 メデ ィア ・多チ ャンネル化やネ ッ トワー ク化、デ ジタル
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化の進展等 を背景 に、様々な分 野で利用 されている(第3-2-4表 参

照)。

ア 生活関連

従 来の テレビ ジョン放送 で行 われ ていた テレ ビショッピングの ほか

に、ケーブルテ レビの双方向機能 を利用 したケーブルテレビショッピン

グの番組が提供 され てい る。 ケーブルテ レビ視聴者 は、家庭 のケーブル

テレビ用端末 の リモコンを操作 し、家具や食器、食品等 を紹介 する番組

や商 品等の番号 を打 ち込んで、購入 を申 し込む ことが できる。 コンサー

トのチケッ トを予約す る際 に も、 ケーブルテ レビが持 っている双方向機

能 を利用 して、 コンサー ト番号及び申込枚数 を入力 して申 し込 むホーム

リザベー ションが可能 どなっている。

また、家庭 におけ るテ レビ電話や モニ ター カメラが付 いたインターホ

ン等に も映像が利用 されてお り、円滑 な コミュニケー シ ョン環境の実現

が図 られている。

さらに、バーチャル リア リティや ネッ トワー ク技術 を活用 して、互 い

に相手の動 きをテ レビ画面で見なが ら、遠隔地の相手 とボール を打ち合

い、実 際のゲームの臨場感 を味わ う仮想 スポーツシステムが研究 され る

など、健康 で快適 な生活の実現 のために、映像系情報通信 システムの利

用が期待 されている。

イ 教養 ・学習

一般のパ ソコン教室は、受講者が カルチャー スクール等へ出かけて講

義 を受け るが、ケー ブルテ レビの双方向機能 を利用 したパ ソコン教室が

実験的に行 われ た例があ る。 この実験 は、視聴者がテ レビ映像 とケー ブ

ルテレビの双方 向機能 を利用 して、放送 センターの講師に よるパ ソコン

の操作方法等の講義に参加 し、家庭にいなが らに して学習で きるもので

ある。 これに より、教室 への参加 申込 、講義の理解度及 び進捗状況の把
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映像を利用した家庭学習

握 が可能 となる とともに、複数回繰 り返 して放映 され るため、視 聴者の

都合 の良い時間帯 に受講が でき、かつ家庭の人 とも一緒に受講す ること

が できるな どの効 果があ り、今後の実用化が期待 され る。

現在、CD-ROMソ フ ト等 を利用 して、臨場感 あふれ る映像 と英語

を母 国語 とす る人の発音 による英会話学 習や実体験で きない天体や 海洋

の世 界の シ ミュレー ションによる体験等 を行 い、映像や音声等 で楽 しみ

なが ら知識や創造力を身につけ る学習システムが実用化 して いる。 これ

らにつ いては、近年 、衛星 ネッ トワー ク等 を介 して ソフ トの配信 が研究

され るな ど、一層の発展が期待 されている。

ウ 娯楽

ケー ブルテ レビ視聴者 は、視聴者参加型の クイズ番組において、出題

者か らの問題に対 して、 ケーブルテ レビの双方 向機 能 を利用 して、視聴

者 自身が解答者 とな り、答 を選択 す るこ とが で きる例が ある。視聴 者が

入力 したデー タは、ケー ブル テレビの上 り回線 を経由 して、放送セ ンター
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に伝送、コン ピュー タに よ り識別 され、誰が どう答 えたかが出力 され る。

同機能 を利用 して、視聴者 プレゼ ン トへの応募 も可能 とな っている。

また、家庭におけ る映像利用 を一般化 した例 として、家庭 用テレビゲー

ムが あるが、近年、電話回線 を利用 した オンラインネ ッ トワー ク上 で、

端 末の所有者が一人一 人架 空の街 の住民 とな り、 リアル タイムで他者 と

コ ミュニケー シ ョンで きるような双方向 ロールプレイングゲームが、通

信 を介 した新た なゲーム として利用されている。

さらに、複数のゲー ム機 を通信 回線 を介 してネッ トワー ク化す るこ と

によ り、ゲーム参加 者が それぞれに同 じ映像が 映 し出される画面 を見な

がら ドライブゲーム を同時体験で きるよ うに、個人の余 暇活動において

も最先端 の技術 を駆使 した映像系情報通信 システムの活用事例が増えて

きてい る。

また、視 界の映像表示や運動、体感等の個別 システム をネ ッ トワー ク

化 して、宇宙探索や 人間の体 内等 を体験で きる体感 シ ミュ レー シ ョン施

設等においても、バー チャル リア リティやCGが 利用 されている。

以上の ように、家庭 においては、テレビ利用の 多様化 が進んでお り、

テレビが 映像情報の受発信の根幹 を成 してい るもの と考 え られ る。今後

は、家庭 にマルチ メディア機器が入 り、家庭 に普及 してい るテレビを利

用 しなが ら、映像情報が高度に進展 して い くにつれて、 ます ます豊かで

充実 した生活が実現す るこ とが期待 され てい る。

(2)産 業分野 におけ る利用動 向

前節 で述べ て きたよ うに、映像情報 を利用す ることに よって得 られる

効果や影響は非常 に大 きい ものがあ り、産業分野において も経済活動 の

効率化や一 層の成長等 に資す る手段 として、映像 系情報通信機 器の装

備 ・利用 を積極的 に推進 している。 また、装備 ・利用の状況 については、

業種等 によ り高度化 ・多様 化の状況に差がある。
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第3-2-5表 産 業分 野 にお け る主 な先進 的映 像 の利 用事例

業 種 項 目 主な先進的映像の利用事例

放送業 サ テ ラ イ ト・ニ ュー ス ・ギ ャザ リン グ、 番組 配 信

情報案内業務 公共的情報案内サービス、会員へ の情報案内サー ビス

教育サー ビス業 遠隔地同時講義サービス

監視業務 危険物貯蔵内部の監視、無人場所の監視 、自社 オペ レーシ ョンシ
ステムの監視、安全確保の監視、防犯 ・防災監視、気象監視、環

境監視、建物周辺等 の状況把握

出版業務 電子出版、映像 デー タベース作成

開発 ・設計業務 都市開発、建築 ・構造物、航空機、 自動車、船舶、化学薬品、医
薬 品、その他製造物

販売業務 プ ロ モー シ ョン ビデ オ、 プ レゼ ン テー シ ョン 映像 、 業 務 用電 子 写

真 、事 故 車 の保 険 金 査定 、 中古車 販売 オー ク シ ョン

その他 テレビ会議、社内テレビ放送、社内研修 、養成訓練

ここでは、産業分 野において業 務別 に利用 され ている主 な映像 系情報

通信の先進的利用事例 を中心 に列挙 し、その特徴 的動 向等 につ いて考察

す る(第3-2-5表 参照)。

ア 情報案内 ・提供業務 における利用動向

映像 情報案 内 ・提供サー ビスの主 な事 例 としては、①駅 、 シ ョッピン

グ街等に端末 を設置 し、観光客や来訪者等 を対 象 として タウン情報や地

端末画面(タウン惰報の提供)端 末操作

ショッピング街における映像情報案内サービス
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会員向 けの 映像情 報提 供サ ー ビス(最 新 ファ ッシ ョン情 報の提 供)

域文化の情報等 を映像 で提供す る形態のサー ビス、②会員の建物や店舗

等に端末 を設置 し、特定 の会員や顧客等 を対 象 として、各 国で開催 され

る最新 フ ァッシ ョンショーの映像や情報 を提供す る形態のサー ビス、③

ホテルのロビーや客 室等に端末 を設置 し、ホテル内の案 内、 ホテルで開

催 されるイベ ン ト情報、 ホテル周辺の タウン情報等 を映像 で提供 する形

態のサー ビス等がある。

提供 され る映像情報は、ISDN回 線、専用線、映像伝送回線等 を利

用 して、利用者側の端末 と自社映像 セン ター設備 とを接続 して情報案内
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ホテル室内における映像情報案内サービス

等のためのネ ッ トワー クを構築 し、動画等に よ り提供 されている。

この ような情報案内サー ビスは、来訪者に とって タウン情報等 を手軽

に入手で きるために好評 で、 また、会員制の情報案 内サー ビスでは、会

員や顧客 が最新 ファ ッション情報や ホテル等の最新 情報 をオ ンラ イン端

末 で見 ることが できるため、顧客 向けの映像 情報サー ビスの提供や社員

の知識の向上 等に役立て られている。

今後は、ハ イビジ ョン映像等 の高精細化 した映像伝送 が可能 とな り、

一層美 し く細やか な映像 とそれに適用 され る商品等の拡大 が進む もの と

思 われ る。

イ 営業 ・販 売業務 におけ る利用動向

販売業務 における映像 メディアの先進的利用事例 としては、ISDN

回線等 で本社 と営業所間 とを結 び事故車両の静 止画 を伝送 し保 険金 の査

定 を行 う利用事例、衛星通信 で営業所等 を結 び在庫 車両や 在庫部 品等 を

検索 し、映像 を顧客 に提示 している利用事例 、 また、衛 星通信 で会員の
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端 末 によ る中古車販 売 オ ーク シ ョンへの 参加

営業所 とセンター とを接続 して、 多地点の会員が同時に1台 の中古車 の

映像 を見 なが らオー クシ ョンに参加す る中古車販売 オー クシ ョンの開催

の事例等が あ り、今後 も販売業務 には幅広 く映像 メデ ィアが利用 されて

い くもの と考え られ る。

ウ 教育サー ビスにおけ る利用動向

大学予備校 等の教育サー ビスにおけ る利用形態 としては、本 校等の講

師の講義 を、衛星通信 によ り地方校や提携校 に同時に中継す るな どのた

めに用 いてい る例 がある。 この同時講義サー ビスによ りもたらされ る効

果 として、①生徒の講座 の選択性の拡大、②講義 内容 の地域格差の是正、

③派遣講師の負担の軽減、④1講 師当た りの受講生徒数の拡大等 を挙 げ

ることがで き、 また、教室に大型 スク リー ン等が用い られ てお り、臨場

感あふれ る講義が行 われ受講生の人気 も高い。

将 来は、家庭 で受信 し受 講す る在宅教育等 も可能 となってい くもの と

考え られてい る。
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大学予備校等の同時講義サービス

工 出版 ・印刷 業務における利用動向

出版業務 におけ る映像 メデ ィアの利用技術 の進展は著 し く、従来 は写

真 フィルムや イン ク等に よ り作成 されて いた出版物の制作 過程 に もCG

やハ イビジ ョン等 の先 進的映像 が幅広 く利用 され てお り、出版物 のカ

ラー写真やCD-ROMを 利用 した電子 出版物 の映像等 に用 いられてい

る。

出版物 の制作 の過程では取材等 によ り得た映像素材 をデジ タル化する

技術が進 んでお り、映像素 材 をISDN等 の回線を利用 して制作場所や

蓄積す る場所へ伝送 できるようになった。 また、映像 デー タベー スにデ

ジタルで蓄積 してお き、再度、映像素材 を用い るときには映像 デー タベー

スか ら経年劣化 がない映像素材 を取 り出す こ とが できるように なって き

てい る。 この結果、映像素材 を2次 的に利用 し、 さらに、映像 を伴 った

電子出版 物 として、百科事典 、カタログ、社 内業務マ ニュア ル等の 多様

な分野で利用す るこ とが可能 となって きてい る。
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また、映像素材の伝 送が可能 となったこ とで、印刷場の地方分散化が

進んでい る。

この ように、出版 ・印刷 の分野では、映像のデ ジタル化に伴い、映像

素材 の多目的利用、出版 物の電子 メデ ィア化、印刷場 の地方分散化等が

図 られ てい る。

オ 監視業務 における利用動向

監視業務 に映像系情報通信 を利用す る主 な目的 ・業務には、

① 原子力発電所 の原子炉や燃料貯蔵槽 内部等の人間の立 ち入れ ない場

所 に対す る監視

② 無人化 店舗等に対す る監視

③ 工場、発電所、電気通信設備等の 自社 システムの オペ レー ション状

態の集中監視

④ 駅プラ ッ トホーム、工事作業現場等 における利用者 ・作業者への安

電力会社の電力システム集中監視 ・制御
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全性確保 のための監視

⑤ 防犯 ・防災 のための監視

⑥ 建物周辺等の人 ・車 の流れ、天候 等の状 況把握

等が ある。

監視 システムの構 成 としては、①建 物内及び敷地 内の監視 カ メラ と集

中監視 セ ンター とで接続 した構成、②遠 隔地 に設置 した監視 カメラ と集

中監視 セ ンター とをISDN回 線等 を利用 して接続 した構成等が ある。

こ うした監視 システムに よって直接的に得 られ る効果 には、監視 のため

の要員及び経 費の削減、 災害 に至 る前の段階 での早期発見、監視 の徹底

による事故等 の回避及び事故等の明確 な現状把握等 がある。 また、間接

的 に得 られる効果には、今 まで液化 天然ガス等 の貯蔵槽の 中を直接見る

こ とが不可能 であったが、監視 カメラで、直接、超低温下 での液化天然

ガスの状態 を観察で き、研究開発の一助 となっている例 もあるなど、シ

ステムの充実 と監視 対象領域の拡大が進 んでいる。

さらに、監視 システムの充実に より、銀行の 中には店舗 を無人化 し営

業 してい る事例、製造業 の中には工場 の生産 ラインを無人化 して生産 し

ている事例 等がでて きてお り、今後 は、監視 の効率 化や要貝 の効 果的配

置等によ り工場 等 を無 人化す る集中監視 シ1ステムの充実が一 層進 む もの

と思われる。

力 開発 ・設計業務 における利用動向

都市 開発、設計 ・建設業、製造業等の様々 な分野におけ る開発 ・設計

業務 において、設計 の効率化、迅速化、 また設計後 の完 成図の3次 元的

表現 を実現す るため にCGの 導入が進ん でいる。 そ して、映像 デー タを

複数の事業所 等で共有 してお く目的か ら、開発 ・設計に用い る映像デー

タを大型 コンピュー タ等に蓄積 し、LAN等 を用 いて複数 の作業端末 を

接続 し、 さらには、各事業所 のLANを 高速専 用線等の電気通信 回線 で
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完成後の実写CGに よる完成予想図

同一建物のCGに よる完成予想図と完成後の実写の比較

(中央の最も高い建物の比較)

接続 した大規模 な企業内情報通信 ネ ッ トワー クが構築 されている。

この ようなCGや 企業 内情 報通信 ネ ッ トワー クは、様 々な分 野の 開

発 ・設計業務において役立 て られている。

例 えば、都市開発や建物の建 築の ように大規模 な事業分 野にお いては、

近年、CGに よる設計やバーチャル リア リテ ィに よる設計 中の都 市及 び

建造物等 の完成後 の姿 を仮 想的に体験す ることが できるようにな ってき

てお り、完成前に不備 な箇所 の解 消等に役 立て られ ている。

また、 自動 車や航 空機の設計 について もCGが 用 いられ、風圧や空気

の流れの解析結果 による車体や機体等のデザインが行 われ ている。 さら

に、医楽 品や化学 品の新 しい化学分子の設計 について も、分子の化学反

応の メカニ ズム等の視覚化に も役立て られている。

このよ うに、今後 は、通信 回線 とコンピュー タのデー タ通信に よ り、

映像情報 を一 層高速 に加工 ・処理す ることが実現 してい くもの と考えら

れ る。

キ その他 の業務 における利用動向

企業等においては、各地 に分散 してい る社 内組織 との会議や最新の情

報伝達等 を効率的 に行 う目的か ら、テ レビ会議等が積極的 に利用 されて

いる。
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(ア)テ レビ会議等 における利用動 向

テ レビ会議につ いては、高速 デ ジタル専用線や衛星通信 等の専用線 を

用いた企業 内ネ ッ トワー クや公衆 ネ ッ トワー クであ るISDNを 利用 し

て 自社 内のテレビ会議 システムが構i築されて い る。特に、ISDNに 接

続 されるテレビ会議 システムでは、 国際標準化 され ているシステムが増

えて きてお り、テ レビ会 議システム を構築す る際には利用者主導のマル

チベ ンダ環境の実現 が可能 とな っている。 また、 多地点間 との同時会議

が可能 とな り、 さらに、会議 の臨場感 を伝 えた り、 ヒューマ ンインター

フェー スが考慮 された結果 、大型 ス クリー ン、マ イ ク、 モニ ター、室内

照明等のテ レビ会議室 内の構成要素の整備 も進んでお り、テ レビ会議シ

ステムの企業の利用 は今後一層進む方向にあ る もの と考 え られ る(第3

-2-6表 参照) 。

さらに、テ レビ会議 システム の小型化等に よ り机上に設置可能 な機器

の実現等に よ り社貝が本社等に勤務 す ることな く、社 員の住居地 に近い

複数 の分散 化 されたサ テライ トオフ ィス等へ出勤 した り、在宅勤務のシ

ステムの会議手段 として、将来の勤務 形態の核 とな るメデ ィア とな りつ

第3-2-6表 テ レビ会 議 システ ムの 主 な利用 事例

項 目 概 要

2地 点間会議 本社等 と社 内の遠隔地の事業所 との問等で会議 を行 う

多地点間会議
礫 鍵 留2地 鰐 上の麟 の事業醐 ・お・・洞 時

大学等の遠隔地教室の講義 講師がテレビ会議システムを設置 した場所 か ら、遠隔地の教室に
いる受 講生に対 して講義 ・授業等を行 う

顧客等 との商談
喬醤 謙 叢罐 驚 蝶 所等の醜 等・の翫 対

サ テラ イ トォフ ィス

芝慕 手為オフィス等での祉内で働く社員の様子を本社等

監視システム 建物周辺等の 人 ・車の流れ、天候等の状況把握 を行 う
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テ レビ会議

つある。

テレビ会議 を導入 した効果 として、①会議に伴 う対象社員 の移動経 費、

時間及び労 力の削減、②移動のための交通機 関 を利用す る回数が削減 さ

れたことに よるエネルギー消費の減少等があ る。

(イ)養 成 訓練における利用 動向

航空機、船舶、電車等の操縦 者の養成訓練 は、従来か ら実機等 を使用

して行 われて きていたが、最近 の コンピュー タの高速処理化の実現、情

報通信技術の向上に よるコンピュータのネ ッ トワー ク化及び画像表現技

術の進展等 によ りコンピュー タを利用 したシ ミュレー タに よる訓練 シス

テムの導 入が推進 されてい る。 この訓練 システムは、 コンピュー タと模

擬操縦 システム及び大型デ ィスプ レイとが接続 され、操 縦者の操縦方法

に大型 ディスプ レイの表示が対 応するバーチ ャル リア リテ ィ技術 を利用

した ものであ り、更 に航空機 の訓練 システムには模 擬体盛の装置 も加 え

られたシステム となってい る。

従来 の実機 を用 いた訓練 システムでは、物理的 な訓練環境 を整備す る



一282一 第3章 映像新時代を迎える情報通信

ために大 きな経費、要貝及 び労力 を要 していたが、 シ ミュ レー タによる

訓練 システムでは、様 々な気象的、地理 的、時間的及び物理 的環境条件

をコン ピュー タに必要 デー タを入力す るだけ で用意す ることがで きるた

め、経費、要員及び労 力の面で大幅 にコス トを削減 できるこ とが効果 と

して現 れている。

以上みて きた ように、産業分 野においては、様々 な業務 分野 で先進的

に映像 を利用 している事例 があ る。そpて 、先進的 に映 像を利用 してい

るシステムは、端末 を単独で動 か してい るだけではな く、端末 を通信回

線や コンピュー タ等 と接続 させ て、大規模 な情報通信 ネ ッ トワー クを構

築 し、映像 情報 を社 内全体 で共有化 して効果的 に利用 してい る事例が多

く見 られ る。

(3)社 会(公 共分野 ・文化)に おける利用動向

教育や 医療、防災、監視 、美術館 ・博物館等様々 な分野 において、積

極的に映像情報 を活用 して、生活サー ビスの向上や地域社 会の振興、医

療 ・福祉等の向上等 が図 られてい る。

第3-2-7表 社 会 に お ける映像 利用

用 途 利 用 例

教育 ・学習 テ レ ビ等 に よ る授 業放 送 、 ビ デ オ学 習 、映 像 に よる パ ソコ ン学 習 、ハ イビ
・ジ ョン映像 を利 用 した視 聴覚 教 材 等 ,1

医療 ・福祉 遠隔地及び僻地医療 診断支援、ハ イビジョン映像 による病理診断支援、三次
元のCG技 術 を利用 した模擬手術、内視鏡像の立体 映像化、在宅医療支援等

監視 地球環境モニタ リング、上水道管理等

防 災 ・防 犯 災害情報、地震被害判読、延焼予測、浸水被害予測、.地図情報等の防災シ
ステム、防犯システム等

交通 道路 ・交通情報の提供及び把握、駐 車場情報提供、道路位置情報提供等

芸術 ・文化 標 本 等 の三 次 元映 像 に よ るデ ー タベ ー ス、ハ イ ビ ジ ョ ンギ ャ ラ リー 、移 動
ハ イ ビジ ョン ギャ ラ リー、 放 送 ライ ブ ラll-、 映 像 ラ イブ ラ リー 等

一

行政事務 郵便局衛星通信 ネッ トワー 久 ハイビジョンモニターでの情報提供等
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以下に、各分野 におけ る主な映像利用の事例 をもとに、社会 におけ る

映像 の利用動 向につ いて概観 する(第3-2-7表 参照)。

ア 教育分野

生涯学習の時代 に即応 し、放送等 を効果的 に活用 した新 しい教育 シス

テムの大学教 育 を推進す ることに より、 レベ ルの高い、教育 ・学習の機

会 を広 く国民に提供す るこ とを目的 とする放 送大学が昭和58年4月 に設

置 された。昭和60年4月 か ら学生の受 入れ及 び放 送授業 を開始 してお り、

4年 度第2学 期現在、約4万3,000人 の学生が学んでいる。

放送大学 は、東京 タワー及 び群馬県域送信 所か ら送信 された電波の届

く関東地域においてテ レビ ・ラジオによ る放 送 を行 ってお り、 また、長

野県諏訪地区及び山梨県甲府地区等関東近郊においては、ケー ブルテ レ

ビによる同時再送信放送 が行われている。 さらに、学生の学習の場 とし

、 イ}
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て、関東地域 の7か 所、甲府 及び諏訪 の2か 所 に学習セ ンターが設置さ

れてお り、 ビデ オテープや オーディオテー プで番組 を再視聴 す ることが

で きるよ うになってい る。

また、放送電波の届か ない地域 に対 しては、 ビデ オ学習セ ンタ÷ を設

置(4年 度末現在14か 所)し 、放送授業 に使用 されてい るビデ オテープ

及 びオーデ ィオテー プを利用 し、広 く社 会人等に大学教 育の機会 を提供

してい る。

イ 医療 ・福祉分 野

(ア)立 体ハ イ ビジ ョンの利用

社 団法 人ハ イ ビジ ョン推進協会は、5年2月 に開催 された 日本眼科手

術学会 において、眼 内手術の模様 をハ イビジ ョンを利用 して立体 に映し

出す、立体ハ イ ビジ ョンに よる生中継 を世界 で初 めて実施 した(第3-2

-8図 参照) 。これは、病院において行 われ る眼内の硝子体 手術 の模様を、

手術顕微鏡 に取 り付け た2台 のハ イビジョンカ メラで撮影 し、光 ファイ

バーケーブル2回 線 を使 って600Mb/sで 学 会会場 にデ ジ タル伝 送 し、

220イ ンチのハ イビジ ョンス ク リー ンに立体 で映 し出 したものである。

ハ イビジョンは、従来の テレビの5倍 の情報量 を持 ち、鮮 明な画像が

第3-2-8図 立体 ハ イ ビジ ョンによ る手術模 様 の 中継例

眼科手術学会総会会場 病 院

220イ ンチ

立体ハイビジョン

窟

へ 、偏光めがね/

口脳
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メ

立体 ハ イ ビジ ョンによ る眼内手 術の 生中継

得 られ ることか ら医療 の現場や学会等 で も注 目を集め ているが、それを

一歩進めて立体 で映 し出す こ とに より、二次元映像で は表現 できない、

眼内の病 的組織、眼底 の血管に富んだ網膜上の増殖膜の切 除の様 子や硝

子体 と網 膜の立体 的位 置関係、眼球 内での器具操作の立体 的位置関係等

を明確に伝える ことを可能 とした。

学会会場では、手術現場 か ら送 られて くる立体ハイ ビジョンに よる リ

アルな映像 に加 え、手術 の状況解 説や会場 との質疑 応答 をお りまぜ るこ

とによ り、 より多 くの情報 を提供す るこ とが可能 とな り、効果 的な勉強

の機会が提供 された。

このよ うに、鮮明で高精細 なハ イビジ ョンを利用 して、最先端手術 の

模様 を光 ファイバーケー ブルや通信衛星 を介 して伝 送す る例が複数 み ら

れ、立体ハ イビジ ョンの医療分 野での活用効果 とそれ を リアルタイムで

結ぶ情報通信 ネ ッ トワー クの有効性が注 目され てい る。
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(イ)病 理診断支援システム

宮城 県では、国立大学 附属病院 と病理 医が不在 の市立病院間 で、顕微

鏡標本 を光 ファイバー ケー ブル を介 して伝 送 し、種 々の病理診 断支援が

実験的に行 われてい る。

この実験 では、全 自動顕微 鏡 にのせ た顕微鏡 標本が、病院 間 を結ぶ光

ファイバー ケー ブルによ り市立病院か ら送信 され、受信側病 院のハ イビ

ジ ョンモニ ター に映 し出 され る。遠隔操作装 置 を使用す ることによ り、

顕微鏡 の倍率の変更、標 本の移動 が可能 とな り、両病院 の医師 は、同じ

標本 をモニ ター で見 なが らテレビ電話 を通 じて病理診断支援 を瞬時に行

うこ とが で きる。遠隔地にいなが ら病理診断支援 を行 うこ とが できるた

め、病理医の派遣が不 要 となるほか、診断 の即時性及 び同時性 が得 られ

るとともに、顕微鏡 画像 をハ イ ビジ ョンモニ ター で見 ることがで きるた

め、 目の疲れが少 な く、大 人数 で映像情報の共有化が図れ るな どの効果

があ る。

病理診断支援システムの実験
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このよ うに、医療映像情報は、映像の中で も特 に高度 の解像度 及び階

調を要求 され る情報で あることか らも、今 後ます ます高精細 で、臨場感

に満 ちたハ イビジョン映像 が医療映像 デー タとして活用 される可能性は

極めて高 いもの と考 えられ る。

ウ 監視分野

郵政省では、地球 環境 モニタ リングシステムの実現 に向けて、航空機

搭載 の高分解能 ・三次元マイ クロ波映像 レーダの開発 を行 っている。こ

れは、森林破壊や砂漠化、海洋汚染、地球温暖化等の地球環境問題及び

火山噴火や地震 、洪水等の自然災害への迅速かつ機動的な対処 を行 うと

ともに、その影響の大 きさや広が り、それに よる環境の変化 を効果的に

予測す ることを 目的 とす るものであ る。

本 システムでは、平面的 な映像 しか得 られない従来の映像 レー ダとは

異な り、地表面の高分解能映像 を三次元立体 映像 で得 られ るため、海洋

油汚染や海流 ・海洋波 浪の観測、海水分布 、氷河の消長、森林破壊、砂

漠化の進行、火山噴火等の様々な地球環境状況 を監視す るこ とが可能 と

なる。

工 防災 ・防犯分野

(ア)防 災システム

地震や 台風、火災等の 自然災害及 び人為 的災害が発生 した際には、正

確 な災害状況把握、応急対策や避難誘導の検討や迅速な意思決定が必要

となるこ とか ら、防災分 野において も映像情報 を利用 したシステムによ

る対応が図 られている例 があ る。

東京都においては、① デー タ端末や電話、ファ クシ ミリ等の端末か ら、

公衆 回線 を介 して防災セ ンター に送信 された各区市町村の災害情報 と、

②消防ヘ リコプ ターや警視庁ヘ リコプ ター、警視庁飛行船等に搭載 され

たヵラー ビデオカ メラで撮影 され た映像情報及び③都庁 ビルの屋上に設
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置 されたパ ノラマ カ メラで撮 影 された映像 情報 をもとに、人的被害・建

物被害、避難状況等の項 目ご とに災害 ・被 害情報 を集計 し、大型 スク リー

ンや 地図表示盤、状況表示盤に リアル タイムで表示 して いる(第3-2

-9図 参照) 。

第3-2-9図 東京都 に おけ る防災 シス テ ムの例
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また、災害情報のみな らず、火災時の延焼予測や 降雨量 ・浸水被害予

測に も映像情報が活用 され るなど、映像情報が的確かつ迅速な災害対策

の検討及び意思決定に有効 に利用 されている。

(イ)防 犯 ・安全システム

防犯分 野においては、派出所 に管轄警察署 と直接対話 できるテレビ電

話 を設置 し、パ トロール等 で派出所員が不在の場合 でも、管轄警察署が

来訪者に対応 で きるシステムの導入が進め られている。 このシステムで

代表的 なものにおいては、マ イ クとビデオカメラを組み込 んだテレビ電

話が派出所 内に設置 され、派 出所 と管轄警察署 が電話 回線で結ばれてい

る。来訪 者が無 人の派出所 を訪れ るとセンサーが作動 し、派出所の画面

には管轄警察署 の担当署員 の顔が、 また、管轄署 の画面には来訪者等の

派出所内の様子が 自動 的に映 し出 され、相互対話が できる。 また、テ レ

ビ電話に は、緊急出動要 請用の 「非常 ボ タン」も備 えられ、ボタンを押

す と、 テレビ電話に備え られ たビデオカ メラが動 き、警察 官が駆けつけ

るまでに派出所 内で起 きたこ とがすべ て録画 され る。

このように、 テレビ電話 システ ムに より、派出所勤務員が不在 の時間

帯がカバー され、事 件発生時の即 応体制 の強化につ なが る効果が期待 さ

れる ところである。

オ 芸術 ・文化分野

(ア)放 送 ライブラ リー

放送法による指定 を受け た財団法人放送番 組センターは、3年10月 に

横浜市のみな とみ らい21横 浜館に、放送 ライブ ラリー を開設 して、同セ

ンターに保存 されて いる放 送番組 を一般 公開 している。放送 ライブ ラ

リーでは、我が国の放送の 向上 を目指す とともに、貴重 な文化財 として

の放送番 組 を収集、保存 、公開す るこ とを目的 として、芸術作 品賞な ど

国 内外18賞 の受賞番組、テレビ放送開始の昭和28年 か ら現在 までに国内
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り
購 『一 零 一篭 一一 評匙

放送 ライ ブラ リーの視 聴 ブー ス

で制作 ・放 送 された各年 の代表的 な番組 が保 存、公 開 されてい る。

同 ライブ ラリー では、1人 用、2入 用、3人 用 の計30台 の視聴ブース

で、同時に約60人 が視聴で きるほか 、170イ ンチのス ク リー ンを備 えた映

像 ホー ルで収集 ・保 存 した番組や資料 を活用 した公 開セ ミナー等が開催

されている。

今後は、放送番組の各種 資料や放送 日、内容、反響 等の情報 を収集 し

てデー タベース化 し、 それ らを様 々な項 目か ら検索、利用で きるシステ

ムを構築す るこ とが検討 されてい る。

(イ)ハ イ ビジ ョンギャラリー

ハ イビジ ョン ・シテ ィモデル都 市等 では、ハ イビジ ョンの高精 細な映

像 と臨場感 を活用 して、美術館 の所蔵 品や国内外美術館作品 を映像 デー

タベー ス化す る とともに、来館者が 自由に収録番組 を選択、鑑賞で きる

ハ イビジ ョンギャラ リー を設置 している美術館等があ る。館 内のブース

にお いて、利用者 は国 内外作 家、作 品種別、製作年代 等の項 目で作 品の
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画像及 び文字情報 をデー タベー スによ り検索 でき、さ らに、検 索結果 を

ハ イビジ ョンギャラ リーの大画面 に映 し出 し、 多人数 で鑑賞で きる例 も

み られる。

また、美術館 のほかに、博物館や図書館、生涯学習センター等全国約

40の 施設で、ハ イビジ ョンによる美術鑑賞 システムが導入 されてお り、

美術に親 しみ、楽 しめ る機会 の拡大が図 られて いる。

力 行政事務 分野等

行政事務分野等におけ る映像利用の例 として、郵政省 による通信衛星

を利用 した郵便局衛 星通信 ネ ッ トワー ク(P-SAT)が ある。衛星通

信の即時性 ・広域性 ・広帯域性等の特徴 を活用 して、映像 によ り地域の

特産物 ・地場産業 ・観光情報等全 国各地のふ るさと情報、最新の経済 ・

生活情報、郵便局の商品 ・サー ビス情報 等を郵便局のモニター で提供す

るとともに、職員向けの情報連絡や各種業務講習会 ・訓練研修 ・会議の

内容 を会議室のモニターに よ り伝送 してい る。

また、郵政省は、本省 と郵政局相互間(全 国13地 点間)で 適時適切 な
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効率的 な会議等 を行 うとともに、環境 にや さしい情報通信基盤 の充実策

の一環 として、5年 度におけ るテレビ会議 システムの導入 を積極 的に推

進 してい る。

以上の ように、社会の様々 な分 野にお いて、近年 、テ レビ電話や 双方

向機能 を有するケーブルテ レビ、ハ イビジ ョン等のニュー メデ ィアが導

入され、光 ファイバー ケーブル等 を利用 した高度 な映像 系情報通信 が可

能 となっている。



第2節 映像系情報通信の動向 一293-

2映 像市場等の動 向

(1)映 像 メデ ィアの市場規模

近年 の多メディア・多チャンネル化 の急速 な進展 に伴い、従来の地上波

に加 え、BS放 送、CS放 送、ケーブルテ レビ等の多様 な情報通信 メデ ィ

アによるサー ビスが本格化 する とともに、関連す る映 像 メデ ィア市場 と

第3-2-10図 映像 メデ ィアの市 場
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映像関連機器の市場 を合 わせ た映像産業 の規模 も着実 に進展 している・

映像 産業の市場規模 は、3年 で6兆1,457億 円(注)となってい る・(対 前

年比4.0%増)

この内訳 をみ ると、映像 メデ ィア市場は、4兆2,692億 円 となってお り、

3年 前の昭和63年 か ら36.0%の 高成長 を示 した。 これは、 この間の名 目

GNP成 長率21.0%よ り15ポ イン ト高 く、映像 産業全体 の拡 大ペー スが

日本経済の成 長率 を大 きく上 回る結果 とな ってい る(第3-2-10図 参

照)。

また、映像 関連機器 は、1兆8,765億 円 となって いる。

ア ケーブルテ レビ

我 が国の ケーブルテ レビ事業 は、従来、難視聴対策の一環 として行わ

れて きたが、近年 、大都 市部 を中心 に多チャンネルの番組 を提供 す るケー

ブルテ レビ事業者が急速に増加 して きているが、 これ は、特に民間通信

衛星 を利用 した ケー ブル テレ ビへ の番 組供 給体制(ス ペー スケーブ ル

ネ ッ ト)が 実 現 したこ とに よる影響 が大 きい。

「情報通信高度化 ビジョン(郵 政省)」 の推計 による と、3年 度のケー

ブルテレビの市場 は、525億 円 となってお り、市場 は順調 な伸 びをみせ て

い る。

イ 衛星 テ レビ放送

3年4月 か ら、我が国初 の民 間衛星放 送であ る日本衛星放送㈱(JS

B)が 有料放送サ ービスを開始 した。 これに よ り、衛星 に よるテ レビ放

送 は受信料放 送 に よるNHKの2局 及 び有料放 送に よ る民放 の1局 と

なった。

3年 度の衛星 テ レビ放送の営業収益 をみ る と、衛 星系民間テ レビ放送

(注)ケ ー プ ルテ レ ビ、衛星 放送 、地上 波 テ レビ、映像 関連機 器 につ い ては、3年 度

の市場 であ る。
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が314億 円、NHK衛 星放 送の経常事業収入は、321億 円 となってい る。

衛星 テレビ放送 の契約加 入数 も4年12月 末現在で、NHK、JSB合

わせ て約586万 件 となってい る。今後 も衛星放送の メデ ィア特性 を生か し

た放送 を行 ってい くことに よ り、市場は拡大 してい くことが予想 される。

ウ 地上波 テ レビ放 送

3年 度の地上波テ レビ放送の営業収益 をみ ると、地上 系民間テレビ放

送が1兆8,736億 円、NHK地 上波放送 の経常事業収入は、4,909億 円 と

なってい る。

民間放送 は、1988年 か らの3年 間で27.0%の 高い成長率 を遂げた。 こ

れは、この間、 日本経済が高い成長 を続け、広告宣伝 費が大 き く伸 びた

こ とによる。

工 映画

㈹ 日本映画製作者連盟資料 に よると、映画の興行収 入は、3年 で1,633

億円(前 年度比5.0%減)と なってい る。

これは、近年、一映画の観客動員数が鈍化傾向にあ り、興行収 入の伸び

も鈍化傾向にあるため と思われ る。特 に邦画は、元年、2年 と興行収入

が減少 している。

オ ホーム ビデオ

3年 のホームビデ オの市場 は、㈹ 日本 ビデオ協会資料 によると1,538億

円 となった。 うち、 レンタルビデオが521億 円、セルビデ オが1,017億 円

となっている。昭和63年 度か らの3年 間で42.7%増 とな っている。

レンタルビデ オは、1980年 代に登場後、急速 な市場の拡大 をみせたが、

その後市場は、一段落 といった様相 をみせてい る。また、セルビデオは、

近年 の低価格化傾 向に伴 い、市場 も拡大傾 向 を示 してい る。

カ ビデオデ ィスク

ビデォデ ィスク市場は、㈹ 日本 ビデ オ協 会資料に よるとビデ オカラオ
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ケの売上が最 も大 き く、市場 の70%を 占めてお り、 ビデオディスクの市

場 は、業務 用が中心 となっている。その他 、劇 映画が市場 の10%、 アニ

メー シ ョンが市場 の7%を 占めて いる。

3年 の ビデ オデ ィス クの売上高 をみ ると、1,365億 円 と3年 前 の昭和63

年 と比較 して、36%市 場が拡大 してい る。

キ ゲーム

映像 を利用 したゲー ムに は、家庭 で行 うテ レ ビゲー ム とゲームセ ン

ター ・ゲーム コーナー等のいわゆ るアー ケー ドゲームに分 け られ る。

「レジャー 白書(助 余暇開発 センター)」 による と、TVゲ ームの市場

は、3年 で3,630億 円 と3年 前の昭和63年 か ら17.5%増 と順 調 な拡 大 を続

けてい る。これは、ハー ドの高機能化 に伴 い、良質 なゲー ム ソフ トが続々

登場 して きたこ とに よるもの と思 われ る。

また、アー ケー ドゲー ムは、昭和63年 以降、市場 は拡大 を続け、3年

までの3か 年の平均伸 び率 は、17.1%増 と順調 な伸 びをみせ ている。こ

れ は、体感 シ ミュレー ションゲー ム機 などの導入に より、集客 力 を高め

たこ とに よる影響 が大 きい と思 われ る。

ク 展示映像

「日本 の広告」(㈱ 電通)に よる3年 の展示映像 の市場 は、約5,591億

円 と3年 前の昭和63年 と比較 して62.4%増 と大 きな伸 び をみせ てい る。

これは、 この間、 日本経済が好景気 にみ まわれた 中で、大都 市、地方

を とわず、博覧会 ブームが起 きたこ とに よるもの と思 われ る。

最近 では、景気 の後退に伴 い、博覧会 ブー ムは、一段落 したが、博覧

会 に代 わって、大 人 も楽 しめるゲームセン ター としてテーマパー クやア

ミュー ズメン ト施 設の建 設が進 んでお り、今後 も市場 は順調 な拡大 を続

けてい くもの と考 え られ る。



第2節 映像系情報通信の動向 一297一

ケ 映像関連 機器

映像関連機 器 とは、ここでは、「TV受 像 機」、「VTR」 、「ビデオデ ィ

スク」及び 「ビデオカメラ!を 合計 した ものである。

「機械統計 月報」(通 産省)に よる映像 関連機器の動 向をみ ると、昭和

63年 以降、市場 は減少 を続け、3年 の市場 は、1兆8,765億 円(対 前年 比

0.2%減)と なってい る。 これは、「TV受 像機」、「VTR」 及び 「ビデ

オカメラ」 の家庭への普及が一段 落 したため と考 えられる。

今後、映像関連機器市場は、大型テレビの普及、ハ イビジ ョン機器の

市場への投入等に よ り、市場の拡 大が期待 され るところである。

(2)映 像 ソ7ト の制作 動向

テ レビや ビデオをは じめ として、ケーブルテレビ、BS放 送 、CS放

送等の映像 メデ ィアの多様化 に対応す るため、急速 に映像 ソフ トの需要

が高 まり、新 しいビジネスチャンスの広が りで、異業種か らの参入 ・大

資本の参 入に よって、放送 ソフ ト制作業界において も大 きな変革が起 こ

りつつあ る。この ような背景 の もとに郵政省が、4年12月 に実施 した「郵

政関連業実態調査 」(付 注23参 照)に 基づ き①放送番組制作業、②ケー ブ

ルテ レビ番組供給業の動 向 を概観す る。

ア 放送番組制作業

メデ ィアの多様化 と技術革新 のなかで、放送 ソフ トは、政治、経済、

社会、 その他 の情報 を提供 し、国民生活や社会経済文化活動等にお いて

重要 な役割 を果た している。その放送 ソフ トを制作す る放送番組制作業

の現状 につ いて概観 する。

なお、 ここで、放送番組制作 業 とは 「テ レビ放送番組制作」、「テ レビ

コマー シャル制 作」、「ラジオ放 送番組制作」及 び 「ラジオ コマー シャル

制作」 を行 ってい る者 をいう.
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(ア)規 模

調査対象事 業者の地域別分布 をみ ると、関東地方 が57.4%、 近畿地方

が10.5%、 九州地方が8.1%と なっている。都道府県別 では、東京 につい

てみ る と、全 体 の55.0%と 半数 以上が 集 中 してお り、 その次 の大阪が

7.5%と 放送番組制作事業者 も東京 に一極集 中 してい るこ とが うかがえ

る。

また、放送番組制作事 業者の規模 は、資本金が1,000万 円以上5,000万

円未満の事 業者が53.0%と なっている。一 方、5,000万 円以上 は、わずか

12.2%で しかなかった。

なお、中小企業基本法に定 める中小企業の範囲 「資本 の額 又は出資の

総額が1千 万 円以下の会社並 びに常時使用す る従業貝 の数 が50人 以下の

会社」に照 らしてみ る と、資本 金が1,000万 円以 下 の事 業 者が 全体 の

56.1%、 常時雇用従業者が50人 以下の事業 者が全体 の80.8%を 占めてお

り、 中小規模 の事業者が 多い ことが うかがえ る。

また、テ レビ放送番組制作業務 を開始 した時期は、「昭和56年 ～平成2

年」が61.8%と 最 も多 く、業務 を開始 して10年 以 内の新 しい事業者が多

い.次 いで、放送局が番組制作 を外部 に委託す るよ うに なった といわれ

る 「昭和46年 ～55年 」に業務 を開始 した事業 者が22.6%で あ った。「昭和

45年 以前」か ら業務 を開始 している事業者 も12.1%存 在す る。

開設形態では、「創業・創設(経 営組織 の変更や合併 を含む。)」が最 も

多 く、55.6%で あ った。次いで、「企業内の一部 門 として」が20.4%、 「他

の企業 か ら分離 ・独立」 は17.7%、 「他 の事業か らの転換 」は6 。3%と 、

当初 か ら放送番組制作業務 を目的 として新 しく設立 された事業 者が多い

こ とがわか る。

「創業 ・創設」以外の 回答 をした事業者に対 して、放送番組制作業 に

進出す る前に携わっていた業種(進 出以降 も引 き続 き行 うてい る場合 を
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含む。)に ついて回答 を求め た。 その結 果、「テレビ放送業」が27.6%で

最 も多か った。次は、「広告業」の15.2%で ある。なお、「その他」の回

答が40.0%も あ り、前業種 は多様 である。

(イ)雇 用状況

3年 度 の調査対象事業者 の放送番組制作業に係 る常時雇用従業者は、

1社 あた り平均は、20.0人 となっている。規模別 には、常時雇用 してい

る従業者数が「1G人未満」の事 業者 は55.7%、 「10～49人 」が33.0%と なっ

ているのに対 し、「50人以上」 の雇用 は11.3%と なっている。

4年 度の調査対象事業者の放送番組制作業 に係 る常時雇用従業者の実

績見込みは、1社 あた り平均21.2人 で、3年 度実績 と比較す ると1.2ポ イ

ン ト増 と常時雇用従業者は増加傾向にあ る。

職種別にみ た放送番組制 作に携わ る専 門職の過不 足状況 をみる と、「番

組制作内容 に影響す るほ ど不 足 している」及 び 「不 足 してい るが制作 内

容 には影響が ない」と回答 した職 種で最 も多か ったのは、「ディレ クター

(具体的な映像 ・イメージ作 り等 を行 う)」 で72.9%と 半数 以上 の事業者

が不足 してい る と回答 してい る。その他 では、「アシスタン トデ ィレ ク

ター(デ ィレクター を補佐)」(72.4%)、 「プロデュー サー(番 組の企 画、

出演者 との交渉等番組制作の総 括的 な管理 を行 う)」(66.7%)と なって

お り、 これ をみ ると 「プ ロデューサー」、「デ ィレクター」 とい う番組制

作全般 を指揮 す る職種 が不足 しているこ とがわか る。

(ウ)売 上 高

3年 度の調査対象事業者の放送番組制作業務全体の売上高は、1社 あ

た り平均5億7,578万 円であ り、また、4年 度の調査対象事業者の売上高

見込みは、1社 あた り平均7億145万 円 と対前年度 比21.8%増 となってい

る。

売上 高実績の分 布 をみる と、3年 度の売上 高実績は、「1億 円未満」が
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44.3%と 最 も多 く、全体 の3分 の1以 上 を占めてい る。次 いで、「1億 円

～5億 円未満」が35 .3%と なっている。「5億 円以上 」の売上 を上 げてい

る事 業者は、20.4%で あ る。

また、平成4年 度実績見込では 「1億 円～5億 円未満」が、30.8%と

なってい る。

放送番組制作内容 ご との売上高 比率 では、 テレビ番組制作 の技術に係

る売上 が最 も多 く、総売上 高 を100%と した場合 の29.7%を 占め ている。

次 いで、テ レビ番組の企画 ・演出が28.4%と なっている。

また、テ レビ放送番組制作業務 開始時期 と放送番組制作業 の売上高の

関係 をみ ると、2億 円以上 の売上 げをあげて いる事 業者の うち、昭和46

年 ～昭和55年 に開始 した事業 者が29.3%、 昭和26年 ～昭和35年 に開始 し

た事業者は13.3%と 古 くか ら業務 を行 っている番組制作事 業者の売上げ

が高 く、反対 に昭和56年 以降の新規参入事業者 は、大半が2億 円以下の

売上げに なっている。

放送局 との契約 までの形態(① 企画 入札契約、②放送局か らの企画持

込 、③代理店か らの企画持込、④ その他)の 総契約件数 に占め る比率 を

み ると 「放送局か らの企画持込」 が最 も多 く、43.8%を 占めてお り、次

いで 「代理店か らの企画持 込」が22.5%で あった。「企画 入札 契約」は

16.7%と 最 も少 ない。

(エ)今 後取 り組 む業務内容及び新技術

今後、取 り組 む業務内容や新技術 をみ ると、「1年 以内に取組 を計画 し

てい る」という回答で 多か ったのは、 「ケー ブル テレビへ の映像 供給」で、

これは地上波や衛 星放送向けのテ レビ番組 だけ でな く、ケー ブルテ レビ

に もマ ーケッ トを広げ、業務 の拡 充に努め る という意向の表れ と考 えら

れ る。

「2～3年 後 には取 り組み た い」 とい う回答 では 「ハ イ ビジ ョン」
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(26.4%)、 「ケーブルテ レビへの映像供給」(25.9%)、 「マルチ メディア 」

(25.4%)が 多い。この うち、「ハ イビジ ョン」、「マ ルチ メデ ィア 」につ

いては、今後、急速 な普及が見込 まれ るため、早急 に対応 したい とい う

意思の表 れ と思われる。

イ ケ ーブルテ レビ番組供給業

多メデ ィア ・多チ ャンネル化 を担 う一翼 として、近年、都市型ケーブ

ルテレビをは じめ とす る多チ ャンネルケーブルテレビの普及が進展 し、

その進展 に合 わせ て、ケー ブル テレビに多彩 な映像 ソフ トを提供す る

ケーブルテレビ番組供給事業 が活発化 している。

(ア)規 模

郵政省が、4年!2月 に実施 した 「郵政関連業実態調査」(付 注23参 照)

による と、ケー ブル テレビ番組供給事業者 の規模 は、資本金が10億 円未

満の事業者が47.4%、10億 円以上の事業者が52.6%と なっている。10億

円以上 の事業者が比較的 多いのは、 ケーブルテレビ番組供給業は、異業

種大資本か らの参 入が多いためであ る。

また、対象事業 者数42社 の うち88.1%(37社)が 東京に所在地 をか ま

えている。

(イ)雇 用状況

ケー ブルテ レビ番組供給業務 を担 当す る従業者数 をみ ると常時雇用従

業者 を10人 以上雇用 してい る と回答 した事 業 者が27.8%で あるのに対

し、10人 未満 と回答 した企業は、72.2%で あ った。

職務 別の従業者の雇用状況 をみ ると 「番組編成 ・制作」及び 「営業」

に携わ る常時雇用従業者は「5人 以下」が最 も多 く、60.0%の 事 業者が常

時雇用従業員 は5人 以下 で業務 を行 っている。

また、33.3%の 事業者 が 「番組編成 ・制作」業務に常1時雇用従業者以

外の従 業者 を従事 させ てお り、少ない常時雇用従業員 を常時雇用従業者
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以外の者で補 っているこ とがわか る。

(ウ)供 給方法及び売上 高

ケー ブルテレビ事 業者へ の番組供給方法 として、一つの供 給方法 のみ

に よって供給 を行 ってい る事業者 では「衛星通信に よる供給 」が、57.1%

と最 も多 く、地上 回線のみによる供給、 テープのみに よる供給方法 を上

回った。 これは、元年 に通信衛星 を利用 した番組供給 方法(ス ペ ース ・

ケーブルネ ッ ト)が 、実現 して以来、着実 に衛 星に よる番組供給が進ん

でいることを示 している。

また、ケー ブルテレビ番 組供給業務 に係 る売上 高 をみ ると、3年 度実

績額 で 「1億 円未満」の事業 者が52.6%、 「1億 ～5億 円未満」が31.6%

と売上5億 円未満の事業者が8割 以上 を 占めている。10億 円以上の売上

を出 した事業者 は、わずか5.3%で あった。

(エ)今 後取組む業務 内容及び新技術

今後、取 り組みたい業務 として、「1年 以内に取組 を計画 してい る」と

い う回答が最 も多か ったのは、「通信衛星 を利用 した放 送(CS放 送)」

で31.8%が 取組 を計画 している。 これは、近 年の 多メデ ィア ・多チャン

ネル化 の流れ にの って ビジネスチ ャンス を広 げ ようとい う考 えの表れ と

思われ る。

また、新技術 については、「マルチメデ ィア技術 」、「ハ イ ビジョン技術」

に 「2～3年 後には取 り組み たい」 と、 ともに27.3%が 回答 している。

これ らは、現在、普及率が低 い ものの、今後、急速 な普及が見込 まれ

るため、 それに備 えて ノウハ ウを蓄積 しよ うとい う試みの表れ と思われ

る。

(3)映 像 ソフ トの流通動向

ア 映像ソ フ トの利用拡大

近年・ ある目的や企画に基づ いて制作 され た一つの映像 ソフ トが、 当
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映 画 ソフ トの 利用 の流 れ
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(注)海 外で製作 された映画についての標準的な例 であるが、公開時期等

は、 メディアに より異 なる場合 もあ り、流動的である。

初 の目的のみ ならず、様々 に二次利用 されている。

映画 ソフ ト・を例 に とる と、第3-2-11図 のよ うに、本来劇場で上 映

す ることを目的 として制作 され た映画が、 ビデ オソフ トとして流通 した

り、ケー ブルテ レビや衛星放送等のテ レビで放送 された後、地 上波 テレ

ビジョン放送 で放送 されるな ど、多 目的に利用 されている。

放送 においては、昨今、放送番組 を当初の 目的以外の場 で利用す るこ

と、例 えば、ケー ブルテ レビへ の番組の供給、 ビデオ ソフ トとしての販

売、放送番組 の収集保 存 を行 うライブ ラ リー等への番組 の納入 を行 うな

どの二次利用 がみ られ る。

そもそ も映像 ソフ トには、 多数 の著作物等が利用 されてお り、二次利

用を行 う場合 には、著作権 等に配慮 しつつ、 メディアの 多様化等に対応

した適切な権 利処理の在 り方について、十分 な検討が望 まれ るところで
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あ る。

映画は、原則 として映画の全体 的形成 に創作 的に寄与 した者(制 作、

監督、演出、撮影、美術等 を担当 した者)の 共 同著作物 であ り、 これら

の者が、 その映画の著作者 とい うこ とになる。 しか し、著作権 法第29条

第1項 において、著作者が映画会社やプ ロダクシ ョン等の映画製作者に

その映画の製作に参加す るこ とを約束 して いれば、著 作物た る映画の利

用 を許諾す る財産 的な著作権(複 製権 、上 映権 ・頒布権 、放 送権 ・有線

送信権等)は 、映画製作者 に帰属 す るもの とされてい る。

また、俳優や歌手、演奏家 といった実 演家は、その実演 について録音

録画権や放送権 ・有線送信権等 の著作隣接権 を有 して いる。ただ し、映

画への録音 ・録画の許諾 をした後 におけ る当該映画の利用の際には、原

則 として、実演家は著作隣接権 を行使 できない状況にあ る。

一方、放送番組は、通常、小説や脚本、音楽 、写真 等の著作物等に対

して、放送 のため の権利処理 しかなされて いない場合が 多い。その場合、

ビデオ化等の二次利用 の際 には、利用 のたびに著作権者等 に個別の許諾

を得 る必要が ある。

ただ し、 この点 については、放送事業者にお いて、放送番組 の円滑な

利用 を図 るべ く、予め二次利用 を想定 した権 利処理 を行 った り、権利者

団体等 との間で包括契約 を締結 するなどの方法 に よ り、権利処理手続 き

の簡素化 を図っている例 もある。

今後 は、著作権等の保護 に充分配慮 した上 で、映像 ソフ トの利用の多

様化 に伴 う適切 な権 利処理の在 り方について、十分 な検討が望 まれ ると

ころであ る。

イ 映像 ソフ トの輸 出入の動 向

多メディア ・多チャンネル化 の進展に よ り、放送分 野において も映像

ソフ トに対す る需要が急速に増大 し、映像 ソフ トの購 入をめ ぐる企業活
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動が活発化 している。

そこで、映像 ソフ ト(映 画、 テレビ、 ビデオ)の 国際収支(注)をみ ると、

3年 度の映像 ソフ トの国内輸入状 況は、「映画フ ィルム」と 「フ ィルム賃

貸料」 を合 わせ てお よそ約518億 円の輸入 となっている。

輸入額 については、元年度以降、減少 してお り2年 度の輸入実績が約

639億 円(対 前年度比23.4%減)、3年 度 は対前年度比18,9%減 となって

いる。(第3-2-12図 参照)

一方
、映像 ソフ トの輸出状 況 をみ ると、「映画 フィルム」が3年 度 で約

3億 円、「フィルム賃貸料」 が 日本銀行 の推計 によると、約189億 円の輸

出と合計約192億 円の輸出 となってお り、映像 ソフ トの国際収支は、3年

度で約326億 円の輸入超 となってい ることが わか る。

映像 ソフ トの輸 出額は元年度約59億 円、2年 度約68億 円、3年 度約189

億円 と元年度以降増加 を続 けているが、 これは外国か ら購 入 した版権 を

二次利用 として他国に販売す るケースが増加 して きたこ とに よる もの と

思われ、 自国の文化の輸 出 とはなっていない。

映像 ソフ トの輸出入に関す る諸外国の現状 をみる と、フランスの調査

機 関IDATEに よれば2年 のEC諸 国の映画 ・TV・ ビデ オソフ トの

対米輸出額は合計2億4,700万 ドルであったのに対 して、米国のEC諸 国

に対する輸出額 の合計 は37億8,2100万 ドル となってお り、EC諸 国では、

外国製の ソフ トが大量に流入 しているこ とが うかが える。 そのため、E

C諸 国では自国製の映像 ソフ トを保護す るための数 々の施策が実施 され

(注)映 像 ソフ トの輸 入に関 わ る統 計上 の 品 目 として は、「日本貿 易 月表(日 本 関税

協会 発行)」 に 「映画 フ ィルム」 があ る。 これは、 有形 な形(フ ィルム)と して

日本 国内 に輸 入 され た もの を示 してお り、外 国か ら流入 してい る映 画 の劇 場上

映権 、 ビデ オ化 権、 テ レ ビ放送 権等 の版権 は、 これ に含 まれ ない。

こ うした無形 の版権 に係 わ る輸入状 況 は、 貿 易外収 支 と して統 計が と られ て

お り、「国際収支 月報(日 本銀行 国際局)」 の なかの 「フ ィルム賃 貸料 」で把握す

るこ とが 可能 であ る。
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第3-2-12図 映 像 ソ フ トの輸 出入 額
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(注)「 日本貿易 月表(日 本関税協会発行)」、「国際収支 月報(日 本

銀行 国際局)」、 日本銀行資料 より作成。

ている。

例 えば、ECで は、テ レビ ・映画産業 を統一 市場 内 で制作 、流 通 さ

せ 、併せてEC圏 外へ の輸出 を促進 させ る「MEDIA計 画」を進 めてい

る。 「MEDIA計 画」は、基本的には、EC加 盟各国の拠出に よるEC

中央の公的資金で、全体 の事業計画 の半分 を調達 し、残 りを民間 レベル



1.輸 入

第3-2-13表
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映像 ソフ トの輸 出入額

(単位:億 円)

昭和61年 度 昭和62年 度 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度

フィルム賃貸料 224.1 363.0 381.9 820.9 626.9 506.5

映画用フィルム 15.2 17.6 17.6 13.2 12.0 11.8

2.輸 出 (単位:億 円)

昭和61年 度 昭和62年 度 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度

フィルム賃貸料 16.9 14.5 64.1 55.2 65.2 188.6

映画用フィルム 12.7 7.8 4.2 3.7 2.8 2.8

「日本貿易月表(日 本 関税協会発行)」、「国際収支月報(日 本銀行国際局発行〉」、 日本銀

行資料に より作成

(注)フ ィルム賃貸料は、外国 より版権 を購入 し、その版権を二次利用 として、外国に

販売 した場合 も含む。

や、個 人寄附等 でまかな う構想であ る。 それ らが 「配給」、「制作」、「訓

練」及び 「資金」の4ジ ャンルに分か れ、映像 の振興策が準備 されてい

る。

また、 フランスでは、放送番組制作 の規制 としてフランス ・EC製 の

ソフ トを一定比率に割 り当てる規制や最低放映時間を定めた規定 を採 用

している。 また、映画放映の上限時間数や国 ・地域割 当て を定め た規定

も併せて採用 してお り、様 々な側 面で放送 ソフ トの制作能 力の 向上 を

図っている。

(4)産 業分野における業際化の動向

映像情報が産業の各分 野において重要 な役割 を果 している現在 、新 し

い映像 メデ ィア等の制作 ・開発 をめ ぐり、様々 な事 業体が、既存の業界

の枠に とらわれない生産活動 を始め てい る。

この動 きの背景 としては、映像情報 をデジタル化 す る技術等の進展や

コンピュー タ等が発展 し、従来の映像 メデ ィア の枠 を超えて映像素材等

を利用 できるよ うになって きた こと、 また、映像情報 を通信回線等によ
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りデジタルで伝送す る技術等が進展 し、遠隔地 にお いて加工 ・処理 でき

るよ うになって きたこ とな どが ある。

この よ うな既 存の業界 の枠に とらわれない業際化 の動 向 として、①電

子出版 をめ ぐる状 況、② カラオケソフ トをめ ぐる状況、③マ ルチ メディ

ア をめ ぐる状況等につ いて概観す る。

写真や文字等に よる従来の出版物では表現 で きない実際 の動 き、音声

及び音楽等 を出版物 の中で視覚 的 ・聴覚 的に把握 したい とい う需要の高

ま りに応 える目的や、瞬時 に参 照 したい情報 を検索 で きる優れ た検索性

等か ら、映像 や音声 を蓄積 できるCD-ROM等 の メディアを利用 した

電子出版物が注 目されてい る。電子出版物の制作過程 においては、遠隔

地 との間でISDN回 線 等 を利用 し、制作 した映像 を伝送 し仕上 が り具

合の確 認等が行 われてい る。 このよ うに、制作過程 におけ る情報通信技

術や コンピュータによる映像処理技術の進展 によ り、制作 につ いては、

書籍等の出版 を行 い、 出版技術 を有す る出版会社 、出版物等 の印刷 を行

い、印刷技術 を有す る印刷会社 、 ビデオ等の映像 ソフ トの制作 を行 い、

映像 ソフ ト制作技術 を有す る映像制作会社、CD-ROM対 応等 の機器

の製造 を行 い、機器 の普及 を図 るため 多様 な種類の電子出版物 を提供 し

ている家庭電気製品製造会社等が、市場 に参入 してい る。 この ように、

様々な分野の企業 が、従来 の技術 と新 たに開発 した技術 を基に して新 し

い電子出版物の市場へ進 出 してお り、従来 の産業の枠 を越 えた市場 が形

成 されつつ ある。

また、映像 や音声 をCDへ 圧 縮 ・蓄積す る技術が進展 し、大容 量で取

り扱いが容易 であるCDの 特長 を生か して、CDを 用いた カラオケ ソフ

トが注 目され ている。CDカ ラオケにつ いて も、 カラオケ映像 の制作過

程において、遠隔地 との間でISDN回 線等 を利用 した映像 素材の伝送

が行 われている。 また、制作 につ いて も情報通信技術や コン ピュー タに
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よる映像処理技術の進展 によ り、従 来のカラオケ ソフ トの制作技術 を有

す るカラオケ ソフ ト制作 会社、CD等 の機器の製造 を行 い機器 の普及 を

図 るためCDソ フ トの 多様な種類 を提供 しよ うとす る家庭電気製品製造

会社、 多角的に映像 ソフ トの制作 を始 めている印刷会社等が、CDカ ラ

オケの制作 を行 っている。 このよ うに、様々 な分野の会社が、新 しいC

Dカ ラオケの市場へ参入 してお り、従 来のカラオケ ソフ ドの市場 に新 た

なCDカ ラオケ市場が形成 されつつあ る。

さらに、文字や記号の情報 だけではな く、音声や映像情報について も

端末 を用 いて簡便 にかつ 自由に処理 し、送受信 したい という需要 の高 ま

りに応えるため、次世代の新 しいメデ ィア としてマルチメデ ィアに期待

が集 まっている。

映像 、音声及び文字情報 を一括 して取 り扱 う全 く新 しいメデ ィアであ

るマルチ メディア分 野には、通信 技術 を基 に映像 等の大量 な情報 を処

理 ・伝送す る技術 を開発 しようとす る通信事業者、 コンピュー タ処理技

術 を利用 し、映像や音声情報 を文字情報等 と一括 して処理す るための技

術 の開発を行1ってい るコンピュー タ製造会社、家庭向けに新たな情報通

信機器 として普及を図 りたい家庭電気製品製造会社、 ゲー ム以外の新 し

い市場 を開拓 しようとしてい るゲーム機器製造会社等が、産業の枠や国

境 を越えて連携す る動 きがあ る。

このよ うに、様々 な分 野の企業が、従 来の技術 と新 たに開発 しようと

す る技術 を基に して新 しい技術分野であ るマ ルチ メデ ィアの市場へ進 出

してお り、従来 の枠 を越えた新 しい市場が形成 されつつ ある。

以上の ように、映像 メデ ィアには様 々な新 しい市場 が現れて きてお り、

これ らの市場 においては、従来 の技術 を基に様々な企業が進出 し従来の

業界の枠 では とらえるこ とので きない業際化 の動 きが活発化 している。

映像系情報通信 の発展に伴い、この ような市場が発展す る とともに、新
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しい産業 として大 き く成長す るこ とが期待 されている。

3技 術 開発 の動 向

情報通信 な どの分野で映像 情報 を有効 、かつ効率的 に取 り扱 うために

は、映像 の生成 ・伝送 ・処理 及び蓄積 等各 技術分 野にわた り、一貫性の

ある技術開発が必要 とされ る。

現在、デ ジタル化等の技術開発が進んでい るが、以下 に、表示 ・入力

技術 、蓄積 技術、圧縮技術 、画像処理 技術 及び交換 ・伝送 技術 にっ いて、

研 究開発 の状況 を述べ る。

(1)表 示及 び入 力技術

ア 表示技術

表示拉術 につい ては高精細 ・大 画面 及び省 スペー スな もの、 また、携

帯用の小 型 ・軽量 な もの等に対す る開発 ニー ズが 強 く、 その実現のため

に研 究開発が行われてい る。 ディスプ レイの種類 としては、主 なもの と

して、ブ ラウン管(CRT)、 液晶デ ィスプ レイ(LCD)、 プ ラズマデ ィ

スプ レイ(PDP)等 が ある(第3-2-14表 参照)。

(ア)ブ ラウン管

CRTは 輝度、精細度の点で非常 に優れ ている。大 きさは直視型で40

インチ、投射型 で200イ ンチ程度 までの大型化 が可能 であるが、サ イズを

大 きくす ると重 量、奥行 ともに大 きくなる点が課題 であ る。

(イ)液 晶デ ィスプ レイ

直視型LCDは 、現在4～10イ ンチ程度の テレビ受像機 が実 用化 され

てい る。 しか し、 より一層の大型化 には、材料、構 造、製造法の面 で改

良が必要 である。

一 方
、投射型LCDは 現在100イ ンチ程度 までの大型化 が実現 されてい

るが、省 スペー スの面で改良が必要 であ る。
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第3-2-14衷 デ ィスプ レイの方 式

種 類 現状の画面
インチサイズ

解像度 輝 度 特 徴 今 後 の 課 題

C

R

T

直視型 ～40 ◎ ◎ 高画質
低価格
大画面
カラー

高信頼性

高解像度高
輝度化

→高性能電子銃

細 ピッチ ・低温度係数シャ ドウ
マス ク投射型 40～200 ○ ○

液

晶

冒

直視型 ～15

△ △

薄型
軽量
低消費電力
平面
カラー

低価格化
→歩留 り向上

長寿命化
高画質化
→画素数増加

視野角の拡大
応答速度アップ

投射型 ～100

プ ラ ズマ ～50 ◎ ○ 高画質
薄型
軽量
平画
自然光
高信頼性

高解像度化
大画面化
カラー化
→印刷技術向上

低消費電力化
→回路技術向上

電気通信政策総合研究所編 「未来型テレビに関す る調査研究報告書」よ り作成

薄膜 トラン ジスタ(TFT)を 使 用 したTFT-LCDで は既 にカラー

化、大画面化等の開発 も進み、EWS(エ ンジニア リングワー クステー

シ ョン)や パ ソ コン用に使用 されている。 しか し、 フル カラー動画の実

現のためには、デバ イス等の開発が必要 であ る。

(ウ)プ ラズ マデ ィスプ レイ

PDP(プ ラズマデ ィスプ レイ)は 、ハ イビション表示 を目指 した40

インチ直流駆動型パネルの試作や、NTSC対 応の21イ ンチ交流駆動型

パネル等の量産が開始 されてお り、他 のデ ィスプ レイに比べ大 型化が比

較的容 易 であ るとされてい る。 しか し、 高精細化 のための高輝度化、高

速駆動化等が今後の課題である。

(エ)そ の他

博覧会や展示会等 では、全天周立体 映像やバー チャル リア リティ技術
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CGを 用 いた 全天周 立体 映 像 シア タ ー

を用 いた映像 等CGを 用 いた3次 元映像 を駆使す る技術 が、臨場 感 を高

め るもの として注 目されてい る。

イ 入 力技術

映像情報 システムに対 す る入力技術 としては、テ レビカメラに よる画

像入力等が一般的であ る。

ハ イビジョンのような高画質 の映像 や、 あらゆ る撮影 環境へ の対応の

ためには、現状 の入力手段 であ るカメラの感度 向上が必要 であ る。現在、

高感度 カメラとして高感度撮像管㈱(ハ ー ピコン)を 使 ったカ メラが開

発 されてい る。 このカメラは、従 来の カメラと比較 し、数 十倍 の感度向

上 を実現 してお り、低照度で も良好 な性能 を示 してい る。

テ レビカメラにおいては、電子デバ イス技術の発達 に よ り、経 済的で

(注)撮 像管 とは、光学像を電気信号に変換する電子管。
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残像が無 いなどの利点 を持つ撮像素子 としてCCD(電 荷 結合素 子)㈱

が広 く利用 されてい るが、CCDの 小型化、高解像度化、高感度化等の

改良に より、テ レビカメラの性能が、近年飛躍的 に向上 している。また、

利用範囲 も拡大 してお り、ハ イビジョン用CCDテ レビカメラの開発 も

行 われている。

しか し、 さらなる高精細化、高感度化等のためには、新 たな撮像素子

の開発が必要で ある。

(2)蓄 積技術

映像情報蓄積 用媒体 としては、 ビデ オテー プ レコー ダ、光デ ィスク、

光磁気デ ィス ク等が挙 げ られ る。

ア ビデオテ ープレコーダ(VTR)

放送用VTRに ついては、高画質化、高音質化、取材 の機動性向上 、

運用 コス トの低減、信頼性 向上及び情報保存 コス トの低 減等 を実現す る

ために、デジタルVTRが 実用化 され、導入が進ん でい る。

家庭用VTRに おいて も、画質 ・音質の向上、 高機能 ・多機能化 、小

型 ・軽量化及び生産性 の向上等の 目的で、デジタル化の研究開発が進 め

られてい る。デ ジタルVTRで は、カセ ッ トテープの記憶 大容量化が不

可欠であ り、 このためには、 カセ ッ トテープの面記録密 度、記録面積 の

向上及び高圧縮技術等が必要であ る。

一方、 今後普及が期待 され るハ イビジ ョンにおいて も、VTRの 研究

開発が行 われてい る。ハ イビジョン用VTRは 現行VTRに 比べ、一 層

の広帯域 ・高密度記録技術 を必要 とす る。最近 では、アナログ方式に よ

る家庭用ハ イビジョンVTRも 製品化が予定 されている。

(注)光 学像 を電気 信号 に変換 す る半導体 デバ イス。小 型化、長寿 命化等 の 利点 を持

つ 。
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イ レーザデ ィスク

レーザデ ィスクは正式 にはレーザ ビジ ョン(LV)方 式 と呼ばれ、C

D(コ ンパ ク トデ ィス ク)方 式 と同 じ光学式記録 を用 い、 アナ ログ映像

信号 とアナ ログ又はデジタル音声信 号が記録 され る。 レーザデ ィス クは

再生専用 であ る。CDに 比較 してデ ィス クのサ イズが大 きく、装置の小

型化が今後 の課題 であ る。

ウ コンパ ク トデ ィスク,

光学式デ ィスクの代表 的な ものがCDで あ り、オー デ ィオ分野 では既

に広 く普及 している。CDは 、大容量、取扱いが容易 、低価格等の利点

を有 している。 また、大容量 のデ ジタル情報 蓄積 メディアCD-ROM

等 として も普及 しつつあ る。

この他に、直径120mmのCDに 対 し、直径80皿mや 直径64mm(ミ ニデ スク)

の小型化CDが 、製造 されている。

工 光磁気デ ィスク

映像蓄積用には何度で も書換 えが で きる光磁気デ ィスクが一般的 にな

るもの と思われ る。現在標準化作業 の進 んでい る3.5イ ンチ光磁気デ ィス

クは、小型 ・大容量(128Mバ イ ト/面)の 特徴 を生か して、広 く普及す

ることが期待 されている。

次世代の光磁 気デ ィスクと しては、2～3倍 の大容 量化 とハー ドディ

スク並 の記録 速度の達成が課題であ る。

(3)圧 縮技術

映像情報 は音声等 と比較 して、その情報量が格段 に大 きい(第3-2

-15表 参照)た め、映像情報 を伝 送 した り、蓄積 す るためには、 デー タ

の冗長部分 を圧縮する技術が重要 である。

動画では、テ レビ電話 ・会議の圧縮方式 として、テ レビ放送 の1/4

程度の画素数の圧縮方式が実用化 されている。伝送 ビ ッ トレー トは、64
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映像/文 字情報 の持 つ情報 量

メ デ ィ ア 形 態 情 報 量

新 聞1ペ ー ジ 0.32Mb(漢 字2万 字)

MPEG準 拠DVI動 画(1秒 分〉 約1Mb

高精細度静止 自然画ω 24Mb(100万 画素 〉

NTSCテ レビ(21(1秒 分) 100Mb

ハ イ ビ ジ ョ ン(3,(1秒 分) 1.2Gb

(注1)1画 素 当 た')、 フル カ ラー で24ビ ッ ト(RGBの 一 色 当

た り8ビ ッ トの輝 度 情報 、これ で2の24乗 、1,678万 色 が表

現 可 能)。 色の種 類 の 他 に、一 画面 を何 画素 で表 現す るか に

依 存 す る。

(注2)NTSCは 地上 波 の 周波 数 で6MHzで あ る。これ をデ ジ

タル化 した情 報 量が どの位 に な るか 様 々 で あ るが、8ビ ッ

トのPCMで 、80Mか ら120Mb/sと 言 わ れて い る(無 圧縮

時)。 画素 は 、NTSCで は 、500×700画 素 程 度 あれ ば 十分

で あ る。

(注3)ハ イ ビジ ョ ンは無 圧 縮の ス タジ オ レベ ルで1.2Gb/s。

k～2Mb/sで あ る。 また、素 材伝 送用 として、標準 テ レビ方式用 の
ロヂノ

30～45Mb/s及 び140Mb/sの デ ジタル符号化 方式 が開発 されてい る。

さらに、通信衛星 を用いたSNGに おいて、17Mb/s程 度以下 に圧縮す

る技術 も利用 されてい る。

現在、圧縮技術においては、 よ り一 層の高画質化 及び低 ビッ トレー ト

化 を目指 して、HDTV伝 送用の符号化方式等の技術開発が進 め られ て

いる。

一方、蓄積 メディアを前提 として、CD-ROMに1時 間ほどの動画

像 を圧縮記録す るための技術が利用 されてい る。

静止画 では、カラー静止画 を1/8～1/100程 度に圧縮す る方式が利

用 されてい る。

(4)画 像処理技術及び制作技術

画像処理技術 は、静止画、動画等の情報 をコンピュー タでデジタル処



一316一 第3章 映像新時代を迎える情報通信

理 を行 う技術 であ り、放送や気象解析等の幅広 い分野 で応用 され ている。

画像処理装置では、大量 の画像 デー タを高速 に処理 す る必要が あ り、

演算装置 として汎用 の ミニ コンピュータに専用 の画像処理プ ロセ ッサを

組 み込ん だものや画像処理用LSIを 用 いた並列画像処理装 置が実用化

されてい る。

放送におけ る画像処理 は、合成処理 、CG技 術 と組合 わせ た画像制作

等、 ます ますその高度化が進 んでい る。 これ らの実現方法 として、領域

抽出技術(画 像 か ら必要 な部分 のみ を切 り取 るこ とな ど)、 動 き検 出、3

次元形状の推定 等の処理技術が研究開発 され 、実用化 され ている。放送

で使 われ る画像処理機器 としては、全処理 をソフ トウェアで対応す る映

像 用 コン ピュー タ等が実用化 され ている。

今後は、よ り自然な映像表現の必要性 に応え るため、 カ メラワー ク、

照明条件 等の付随情報 を積極的に活用 した画像処理技術 の開発等が必要

となっている。

(5)交 換及び伝送技術

ア 広帯域ISDN

映像情報はその情報量が多いため、転 送のためには、高速 ・大容量の

ネ ッ トワー クが要求 され るとともに、様 々 な速度 の情報 を効率的 に伝送

で きるネ ッ トワー クを構築 す るこ とが必要 であ る。

この ような要求 に応え る技術 として、広 帯域ISDN(B-ISDN)

が期待 されてい る。B-ISDNは 、ATM(非 同期転送 モー ド)交 換

技術 を使 用する ことで、音声か ら高速の映像情報 まで多様 な速度の情報

を同時にかつ、 柔軟に転送 で き、高性能化 と経 済化 を両立 させ よ うとす

るものであ り、現在電気通信標準化部門等 を中心 に標準化が進め られて

いる。

また・伝送分野では・SDH(SynchronousDigitalHierachy)を べ一
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スに した光伝送機器が重要 であ り、基幹ネ ッ トワー クのみ ならず、加 入

者系に も適用 してい くこ とが検討 されてい る。SDHは 、高速伝送に優

れ、 これ まで各国で異なっていた伝送速度の階層 を世界共通 の標準階層

に改め、かつ基 本伝送速度 であ る156Mb/sの 整数倍で 多重化 してい く

ものであ る(第3-2-16図 参照)。

またB-ISDNの 加 入者線 は156Mb/s又 は622Mb/sと 高速 であ

り、光フ ァイバー を使用す るこ とが必要 であ り、光 ファイバー加入者網

の整備が重要 な課題であ る。

イ ケーブル テ レビ

ケーブルテ レビにお いては、 多チ ャンネル化 を進め るために、主 とし

第3-2-16図 高速 デ ジ タル 同期伝 送方 式の階 層構 造

欧州

139Mb/s

〈非同期階層〉

米国 日本

100Mb/s

(=)非 同期・・タ・・一・

⇒

<SDH>

⊂=⊃ ・期・・タ・・一・
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て光/同 軸ハ イブ リッ ド方式、全光分配 方式、光ハブ㈱ 方式の3方 式が

提案 されてい る。光/同 軸ハ イブ リッ ド方式は、幹線系 に光 ファイバー・

加入者系に同軸ケーブル を用 いる もので、100～150チ ャ ンネル程度の伝

送容量が可能 と考 えられ る。全光分配方式 は、各家庭 まで光 フ ァイバー

に よって分配す るもので、伝 送容量 は150～300チ ャンネル以上 まで可能

であ る。しか し、コス ト的 に まだ実用化へは問題があ る。光ハブ方式は、

セン ターか らハブ までの幹線 系は光 ファイバー に よ り全 ての番組 を伝送

し、加入者か ら リクエス トされたチャ ンネルのみをハ ブで選択 し、各加

入者に伝送す る ものであ る。 この方式の メ リッ トは、加 入者系に低廉 な

光 ファイバー を使用 できるこ と、サー ビスチ ャンネル数 の拡張に際 し、

加入者系に変更工事 が不要 なこ とな どである。伝送容量は150～300チ ャ

ンネル程度 である。

ウ 衛星通信

衛 星通信 では、 よ り一 層の高 品質化、 多チ ャンネル化 を推進す るため

に、デ ジタルによる映 像伝 送技術 の開発が行 われ、既 にSNG等 で実用

化 され ている。 デ ジタルで映像 を伝 送す るこ とに よ り、高 品質 な映像が

伝 送可能 となる とともに、各種 の画像 圧縮 技術 が利 用可能 とな るので、

衛 星の一つの トランスポ ンダで多数の映像 を同時に伝送す ることが可能

である。

エ ハイ ビジ ョン

ハ イビジ ョンは、現行テ レビの約5倍 の情報量 を持 ち、膨大 な周波数

帯域 を必要 とす る。 このため、MUSE方 式 で帯域圧縮 し、伝送帯域27

MHzの 放送衛 星に より試験放送 を行 っている。

(注〉 原意 は 中心 を意 味す る。幾 つ かの ゾー ンに分 割 され た ケーブ ル テ レ ビのサー

ビスエ リア にお いて 、ケー ブル テ レ ビ信号 等 の 中継 及 び分 配 を行 う とと もに、

ゾー ン内の信 号処理 を行 うため の装 置。
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4海 外の動向

映像系情報通信 では、先進諸外国で も活発 な開発及び整備に対する取

組が行われている。本項においては、新 しいテレビ、衛星放送、ケー ブ

ルテレビ、広帯域ISDN等 次世代通信 網及び映像 ソフ トの開発の動 向

について、米国及び欧州 におけ る先進的 な動 きにつ いて概観す る(第3

-2-17表 参照)。

(1)新 しいテ レビをめ ぐる動向

米 国 で は、FCC(米 連 邦 通 信 委 貝 会)が 次世 代 テ レ ビATV

(AdvancedTelevision)を 検討 してお り、地上 波によるデジタルテレビ

ジョンの実現 が有力 になってい る。1993年 には現在選考 の候 補 として

残 ってい るデ ジタルの4方 式 について再 テス トを行 う予定 であ る。 その

後、フィー ル ドテス トを経て最終的に方式 を決定す る予定 であ る。

導入 に関 しては、1996年 までにATV放 送局の申請、1999年 までに放
ピ

送の開始、2000年 までに50%サ イマル キャス ト(NTSC方 式 とATV

第3-2-17表 海 外の動 向

米 国 EC

新 しいTV

ATVと 呼ばれ る地上波 デジタル方
式の方式選定中(4方 式)。
2009年 ま で にTV放 送 波 を 全 て
ATVへ 移行す る計画。

ユー レ カ計 画 に て衛 星 放 送 の アナ ロ

グ方 式 に よ るHD-MACを 開発 。

ドイ ツ を 中心 に、 現 行 のPAL方 式

と互 換 性 の あ るPALplus方 式 を研

究 中。

衛星放送 デジタル圧縮技術を用 いた多チャン
ネル放送事業への活動 が活発化。

英国、 ドイツではPAL方 式の衛星
放送が普及。

ケー ブル

テ レビ

ケー ブ ル テ レ ビに 関 連 し てFCCが
ビデ オ ・ダ イヤ ル トー ン(VDT)を

認め る決 定。

1992年 ケー ブ ル テ レ ビ消 費 者保 護 及

び競 争 法 に よ り、 料 金 の一 方的 な値

上 げに 歯 止め をか け た。

ドイツ に て、DBP主 導 に よ る国家 事

業 と して ケー ブ ルテ レ ビ網 を建設 中。

また 、OPALプ ロ ジェ ク トの 中 で、
ケー ブ ル テ レ ビの分 配 を含 む 光加 入

者 網 の実 験 中。

B-ISDN

等
次世代通信
網

米 国 政 府 の 国 家 プ ロ ジェ ク ト
HPCCの 中で 、キガ ビ ッ ト級 の ネ ッ

トワ ー クを構 築 す るNREN計 画 を

推進 中。

1995年 をめ どにIBC(欧 州 全 域実 験

網)の 完 成 を 目指 し、RACE計 画 で

開発 を実 施 中。

英 国 、 ドイ ツ、 フ ラ ンス で も広帯 域
網 の実 験 を実施 。
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方式の番組同時放送)の 実現 、2002年 までに100%サ イマ ルキャス トを達

成 し、2008年 までにNTSCか らATVへ 全面移行 の計画が示 され てい

る。

ECで は、衛星放送 に よるアナ ログ伝 送方式の独 自規格HD-MAC

方式 を開発 してい る。

また、 ドイツ を中心 に、現行のPAL方 式 と互換性 を とりつつ、画面

の横長化 、高画質化 を図 るPALplus方 式の研 究が行 われてい る。

(2)衛 星放送 をめ ぐる動 向

米国では、 ケー ブルテ レビの高い普及率等が一 因 とな り、DBS(衛

星放送)が あ まり普及 してい ない。 しか し、近年デ ジタル圧縮技術 を用

いた多チャンネル放送事業に向けた活動が 活発 となっている。

欧州 におけ る衛星利用 テレビチ ャンネルの数 は、1992年2月 現在67を

数 えている。この うち、放送衛星のみ を利用 しているチ ャンネル数は7、

通信衛星 のみ を利用 しているチ ャンネル数 は53、 放送衛星 ・通信衛 星を

ともに利用 してい るチ ャンネル数は7と な ってい る。 この うち、複数の

国 を対象 としてい るチャンネ ルは32と な って い る(第3-2-18表 参

照)。特 に、通信衛星 であ るアス トラ衛 星は地上 波 と同 じPAL方 式 を用

いたサー ビスを行 ってお り(第3-2-19図 参照)、 複数 の国を対象 とし

た放送 は13チ ャンネル となっている。 また、欧州28か 国が加盟 す るユー

テルサ ッ ト(欧 州電気通信衛 星機構)は 、欧州全域 に15チ ャンネルのテ

レビジョン放送 を行 っている。

(3)ケ ーブルテ レビをめ ぐる動 向

米国では、FCCが 競争強化等 を目的 として、1992年 に電話会社 が雷

話回線 を利用 してビデオ番組(VideoPrograming)を 伝送す るこ と(ヒ

デ ォ ・ダイヤ ル トー ン:VDT)を 認め る決定 を行 った。 また、ケーフ

ルテレビ料金 の一方的な大幅値上げに歯 止め をか けるこ とな どをね らレ
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欧 州 に おいて複数 の国 を対象 と してい る主 な衛星利 用

テ レビチ ャンネル

(1992.2現 在)

チャンネル名 実施機関の
出 資 元

対象国 番組内容 使用言語
サー ビス

開 始
使 用 衛 星

Eurosports イ ギ リ ス
フ ラ ン ス

欧州各国 ス ポー ツ 英語 1989.2 ア ス ト ラ1A、

ユ ー テ ルサ ソ ト

IIF1

MTVEurope ア メ リ カ

イギ リ ス

欧州各国 音楽 英語 1987.8 アス トラ1A

Super

Channel

イギ リ ス 欧州各国 総合娯楽 英語 1987.1 ユ ー テ ルサ ッ ト

IIF1

WorldNet ア メ リカ 欧州各国 ニ ユー ス

情 報

英語 1985.4 ユ ー テ ルサ ッ ト

IIF1/

IF4

FilmNet24 オラ ンダ ベ ネル クス、

北 欧

映画 英語 1986.9 ア ス ト ラ1A、

ユ ー テ ルサ ノト

IIF1

3SAT ドイ ツ

オー ス トリア
ス イス

ドイ ツ

オー ストリア
ス イ ス

総合編成(文
化教養主体)

トイツ語 1984.12 ア ス ト ラ1A、
ユ ー テ ル サ ッ ト

IIF1、 コペ ル
ニ ク ス、TV-

SAT2

TV5Europe

一

一

フ フ ン ス、

ス イ ス、ベ

ル ギー 、 カ

ナ ダ

欧州各国 総合娯楽 フ ランス語 1984.1 ユ ー テ ルサ ッ ト

IIF1

RAI2 イ タ リア 欧州各国 総合編成(地
上波再送信)

イタリア語 1988.9 ユ ー テ ルサ ・ノト

IF5

TV1000-
Succe-

Kanalen

スウ ェ ー デ

ン
北欧 娯楽 ・映画 ス ウェ ー デ

ン ・ノル ウ

エー ・デ ン
マ ー ク語

1989.8 アス トラ1A

MegalO トル コ 欧州各国 シ ョー主体 の
娯楽

トル コ語 1991.10 ユ ー テ ルサ ソ ト

IIF1

∫STV 日本(注) 欧州各国 ニ ユー ス、 娯

楽 他

日本語 1990.3 ア ス トラ1B

「世界の放送」(NHK)に よ り作成

(注)日 本企業出資の英国現地法人

とした1992年 ケーブルテレビ消費者保護及び競 争法 も成立 した。

また、ケー ブルテ レビ会社 も多チャンネル化(500チ ャンネル等)、 双

方向化(番 組 リクエ ス ト機能等)で 活発 な動 きが見 られ る。

一方、欧州 におけ る積極的 な動 きとしては、 ドイツにおいて、政府 が
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図3-2-19ア ス トラ1Aの ビーム カバ レッジ

圃

圃

「放送分野 の国際化 に関す る調査研究会報告書」(郵政 省)に よ り作成

1982年 に全国広帯域 ケー ブル網敷設の方針 を打 ち出し、DBP(ド イツ

ブ ンデスポス ト)主 導 の国家事業 としてケー ブルテレビの普及が推進さ

れた。 この結果、加 入世帯数 は、欧州 では最大規模の加 入者数 を達成 し

てい る(第3-2-20表 参照)。

旧東 ドイツ地域 では、「テレ コム2000」(旧 東 ドイツ地域 を1997年 まて

に現在の旧西 ドイツ地域 と同 レベルにす る)に 基づ き、DBPテ レコム

によってケーブルテレビ網敷設 が積極的に進め られてい る。
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欧州の 主 な国の ケ ーブル テ レ ビ普及状 況

(1991年末現在)

国 名 テ レビ世帯数
ケー フ"ルテ レビ

加 入 世 帯 数

ア イ ル ラ ン ド 1,000,000 358,000

イ ギ リ ス 21,901,000 429,577

イ タ リ ア 19,500,000 2,000

オ ラ ン ダ 6,100,000 5,000,000

ス イ ス 2,400,000 1,850,834

ス ウ ⊥ 一 デ ン 3,314,000 1,727,327

ス ペ イ ン 14,000,000 2,000,000

デ ン マ ー ク 2,200,000 1,124,000

ド イ ツ 34,800,000 9,899,000

フ ィ ン ラ ン ド 1,893,514 708,738

フ ラ ン ス 20,250,000 672,770

ベ ル ギ ー 3,700,000 3,400,000

ノレク セ ン フ"ノレク 130,500 100,000

「放送研究 と調査」(NHK放 送文化研究所)に より作成

光 ケ ー ブ ル 化 に つ い て は 、光 加 入 者 網 の 実 験OPAL(OPticalAccess

Line)プ ロ ジ ェ ク トを実 施 し て お り、FTTH(FiberToTheHome>

及 びFTTC(FiberToTheCurb)の 実 験 が 行 わ れ て い る。

(4)広 帯 域IlSDN等 次 世 代 通 信 網 を め ぐ る動 向

米 国 で は 、 自 国 の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ を整 備 す る こ と で 、 先 端 技 術

の 開 発 力 を 強 化 す る こ と を 目 的 に 、 政 府 が 、 国 家 プ ロ ジ ェ ク ト と してH

PCC(HighPerformanceComputingandCommunications)と 呼 ぶ

高 性 能 情 報 通 信 シ ス テ ム の 開 発 ・展 開 計 画 を推 進 して い る(投 資 額5年

間 で30億 ドル)。 そ の 計 画 の 中 で 、ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ を結 合 す る 超 高

速(ギ ガ ビ ッ ト)ネ ッ トワ ー クNREN(Nationa1ResearchandEduca一
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第3-2-21表 ギ ガ ビ ッ ト通 信網 の テス トベ ッ ト構 想

項 目 AURORA BLANCA CASA NECTAR VISTANET

目 的

国立研究教育網
(NREN)の 第
3ス テー ジに適
用 す るWAN
(WideArea

Network)用 の
テ ス トベ ッ ト。
アプ リケー ショ
ンの開発 よりネ
ソ トワー クサー
ビスとしての機

能探索 を重視。

ネ ッ トワー クイ
ン テ グ レー シ ョ

ン技 術 の 確 認 。

高 速WAN上 に
複数 の スーパー
コン ピュー タを

分散 配置す るこ
との可能 性追求。
広 帯 域 網 の 設

計 ・建 設 ・運 用上
の問題 点の明

確化。

高速プロ トコル、
OS、 プ ロ グラ ミ
ン グ 環 境 の 調

査。将来 の通 信
網 に接 続す るた
めの インタフェ
ー ス(SONET

:ATMを サ ポ
ー ト)の 開発

公 衆 網 標 準 の

NRENへ の 適
用性 を調査 し、
標 準化ヘ フィー
ドバ ック。
高速 イメー ジ転
送 機 能 を実 現
し、医療等のイ
メー ジ処理 への
適 用 を狙 う

参 加
メンバ

Bellcore

IBM

MIT
ペ ン シ ルバ ニ ア

大

AT&TBELL

Labs.

NCSA/イ リノイ

USB
ウ イ ス コ ン シ ン

Caltech

LosAlmos

NationalLab

SanDi曙oSuper・
ComputerCen-

ter

カ ー ネ ギ ー メ ロ

ン大(CMU)

ピ ・アツ バ ー グ ・

スー パ ー コ ン ピ

ユ ー テ ィ ン グ ・

セ ン タ(PCS)

NorthCam㎞ 大

(UNC)
MCNC
BNR

協 力
キャリア

BellAtlantic
MCI
NYNEX

Ameritec
AT&T
Be11Atlantic
PacificTelesis
USWest

MCI
PacificTelesis
USWest

BellAtlantic BellSouth
GTE

構 成

響纂詔サ
①Bellcoreの

モ リスタウン
研究所(ニ ュ
ー ジャー ジー

州)
②IBMコ ン

ピュー タサ イ
エ ンス研究所

③MITコ ン
ピュー タサ イ
エ ンス研究所

④ ペ ンシルバニ
ア大分散 シス
テム研究所

高 速VAN研
究のため構築 さ
れた実験大学網
(XUNet:86年
運用開始)上 で
実験。

上記参加機関の
設備 を800Mb/s
の回線 で接続。

CMUで 進 め て
いるNECTAR

プ ロジェ ク トを

発展させて構築。
現在は100Mb/s
の リンクを使 用

し、今 後1Gb/s
に バ ー ジ ョン
ア ソプ。

上記参加機関に
あ る既 存の スー
パー コンピュー

タ、 ネッ トワー
ク技術、通信研
究 イ ンフラ等を
使 用 して構築

備 考

89～95:研 究 開

発(NRENス
テ ー ジ3)

1991～:実 験 網

1995～:運 用
AURORA:曙

の 女 神

1991:XUNet

IIと し て

600Mb/

sの 交 換

機 を導 入

1992:最 終構 成
で'運用開

始
NE℃TAR:神 々

の飲 む甘
い酒

VISTA:展 望

郵政省資料による
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tionNetwork)計 画が ある。NRENは すでに米国の5か 所 で研究開発

が進め られて いる(第3-2-21表 参照)。

ECで は、将来的な画像通信や超高速 デー タ通信等の新サー ビスを単

一のネ ッ トワー クで提供す るIBC(IntegratedBroadbandCommuni -

cations.欧 州 全域実験網)の 完成に向け、ECレ ベ ルで統一歩調 をとっ

た活動が展開 されてい る。

英国では、BTが 中心 とな り、ビショップ ズス トー トフォー ド町 で1990

年か ら2年 間、270の 家庭、企業 を対象に して、電話サー ビス、及びビデ

オ映像サー ビス等の フ ィー ル ド実験 を行 った。

ドイツでは、DBPテ レコムが、約3億 ドイツマル クをかけたプ ロジェ

ク トBERKOM(BerlinerKommunikationssystem)を1986年 か ら

1992年 末 まで続けた。BERKOMで は、光 ファイバーによる実験網 を

使い、サー ビス開発 を重視 した実験が行 われた。

フランスでは、 フランステ レコムが国内の科学研究センター を光 ファ

イバーで結ぶ広 帯域通信網 の建 設 を推進 している。

(5)映 像 ソフ トをめ ぐる動向

映像 ソフ トの放送 ソフ ト利用等に関連す る動 向 としては次のよ うな も

のがある。

ECで は、 テレビ、映画 を統一 市場内 で制作、流通 させ、その制作能

力を強化 し、視聴覚産業の発展 を図るために、EC委 貝会の主導 による

MEDIA計 画 を進め てお り、配給、制作、訓練、 資金の四つの ジャン

ルにつ いて、振興策 を推進 してい る。

また、 フランスでは、CNC(国 立映画セ ンター)が 、映画、 テレビ

等に対す る財政的支援措琶等 を行 っている。その資金 は、映画 チケッ ト

の価格 に転嫁 され る特別税 、放送局収 入に課せ られる税等か ら賄われて

お り、COSIP(番 組産業支援基金)と 呼ばれ る。 また、民間の資金
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を集め て映画 ・テレビ番組 に投資す るSOFICA(映 画 ・視聴覚産業

投 資会社)へ 投資 した個 人等には、投資 した金額 を課税所得金額 か ら握

除す るこ となどが認め られ ている。
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第3節 映像系情報通信の課題 と政策

今 日、映像系情報通信分野 を取 り巻 く環 境 としては、技術開発の急速

な進展を背景 として、放送や映画のみ ならず、家庭、産 業及 び公共分野

等における利用及び活用領域 が急速 に拡大 し、高度化 及び多様化 が進展

してい るこ とが特筆 される。

本節では、以上の問題意識か ら、本分 野の発展に必要 な課題 を整理す

るとともに、郵 政省による政策や活動等 を概観す る。

1総 合的 な政策 の推進

(Dメ デ ィア融合への対応

通信衛星 の送受信技術等近年の技術 開発の進展 に伴 い、通信及び放送

分野におけ るメデ ィアは、通信衛星 を利用 した放送の開始、スペース ・

ケー ブルネ ッ トの進展 等に見 られ るように、 ここ数年顕著に多様化が進

んできている。

このような状況の中で、郵政省では、3年10月 に電気通信 技術審議会

に 「21世紀 を展望 したデ ジタル映像 技術の在 り方」 につ いて諮問 した。

同審議会 では 「デ ジタル映像委員会」 を設置 して審議 を行 い、5年1月

に答 申を行 った。答 申においては、映像技術の発展方 向 として、通信 ・

放送 ・蓄積 系のメデ ィアでハー ドウェアの共通化、 ソフ トの共用化が可

能 となるメデ ィア融合化 に対 応す るべ く、 デジタル映像技術の開発、各
r唱}P一

種規格の統合化、研究開発 の推進方策につ いて提言 している。郵政省 で

は、本答 申を受 けてデ ジタル映像技術 の開発 ・推進のための各種 方策 を

実施 して きてい る。

また、郵 政省 は基盤技術研究促進セ ンターに よる出資によ り、技術的
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側面か ら通信 ・放送 ・蓄積等の メデ ィア間の融合(ハ ー ド・ソフ トの共

有化等)を 図る 「映像 メデ ィア統合伝送処理 システム」の研 究開発 の支

援等 を実施 している。

さらに、郵政省は、映像 を中心 とす る情報 ソフ トが提供 ・流通 される

形態が急速 に多様化 してい る現状 を踏 まえ、4年8月 、「メデ ィア・ソフ

ト研 究会」 を設置 し、通信 ・放送 による情報 ソフ トの円滑 な提供 ・流通 ・

利用に関す る課題、支鐸方策等 につ いて検討 を行 ってい る ところである。

(2)総 合的な放送政策の推進

近年の放送技術の進歩 と国 民の情報ニー ズの高度化 ・多様 化が相 まっ

て、衛星放送 ・ハ イビジョン放送 ・多チ ャンネルケー ブルテ レビなど多

様 な放送 ニュー メデ ィアが 出現 し、新 しいサー ビスの提供が 開始 されて

お り、我 が国の放送は、 多メデ ィア ・多チ ャンネル化が 急速 に進展 して

いる。

この ような放送 を取 り巻 く環境 の急激な変化 に的確 に対応 して い くた

め、郵政省 においては、放送 ソフ トの振興、放送の国際化への対応等、

無線 ・有線、地上 ・衛星 とい う各種別 の放送系 を横断的 に とらえた総合

的 な放送政策 を推進 している ところであ る。

放送法制 につ いては、近年の技術 開発 の急速 な進展及び社 会経済環境、

国民のニー ズの変化 等に対応 し、適宜見直 しが行 われて きた。近年 では、

昭和63年 の放送法改正 によ りテレビジョン放送以外 の メデ ィアについて

放 送番組調和原則の適用が緩和 される とともに有料放送制度 の導 入が制

度化 され た。5年3月 には、通信衛星 を利用す るテレ ビジョン放 送等に

っいて、マ スメデ ィア集 中排 除原則の適用の緩和 が行 われた。

また、郵政省 は、BS-3後 継機の段 階におけ る衛 星放送の在 り方に

関 し・4年4月 電波監理審議会 に諮問す る とともに、同審議会 の審議に

資す るこ とを目的 として、「衛星放送制度 問題研究会」、「ハ イ ビジ ョン放
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送研 究会」及び 「衛星放送技術 の長期 ビジ ョンに関す る研究会」 を開催

するなど、総合的 な観 点か ら検討 を行 っている。

2情 報通信イ ンフラ整備の推進

(1)情 報通信イ ンフラ整備の状況

高度化 ・多様化す る映像情報ニーズ を充足す るため には、高速 ・大容

量の情報通信 インフラス トラクチ ャの整備 を、体系的 で調和 の とれた形

で推進す るこ とが重要 である。

映像系情報通信の インフラと しては、放送系については地上波に よる

放送、衛星に よる放送、ケー ブルテレビ等 それぞれのメデ ィアの特性(第

3-3-1表 参照)を 生 か した整備 が進め られてお り、通信系のインフラ

としては、衛星の利用 が推進 され るとともに、 と りわけ、高速 ・大容量

の通信環境 を創 出す る広帯域ISDNの 開発が進め られ てい るところで

ある。

(2)情 報通信イ ンフラ整備の ための環境整備

社会資本 としての情報通信 ネ ッ トワー クの拡 充 ・高度化には多額の投

資 を必要 とするこ とか ら、 これ を円滑に推進 してい くため、 日本開発銀

行等か らの無利子 ・低 利融資、税制 等の支援措置が講 じられてい る(第

3-3-2表 参照)。

このほか、通信 ・放送分野 におけ る支援事業 として、民活法に基づ く

特定施設の整備 、テ レ トピア構想の推進、「特定通信 ・放送開発事業実施

円滑化法」 に基づ く支援、産業投資特別会計か らの出資等に よる広帯域

ISDNの 実用実験の推進、地方拠点都市地域 の整備、 テレコムタウン

構想の推進等 を行 っている ところであ り、今後 も、 インフラ整備の ため

の環境整備 の充実 を図ってい くことが必要である。
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第3-3-1表 各放 送 メデ ィァの 特性

メ デ ィ ア 特 性

地 上 系
一

① 比較的簡易 な受信設備 でもサー ビスを受信可能 で受信機が普及し

ていること。

② 広域 ・県域 をサー ビス範囲 としているため、地域の視聴者が対象

となるこ と。

衛 星 系
一

① 一波で全 国をカバー できるため、全 国の視聴者が対象にな ること。

② 広帯域の周波数帯 を使用 した高 品質なサー ビスの提供 が可能であ

ること。

ケ ー プル テ レビ ① その再送信機能から、辺地難視聴や都市難視聴 に有効であ るほか、

衛星放送 もパ ラボラアンテナな しで受信可能であること。

② 多チャンネル機能 を生か して多様な専 門番組の提供 が可能 である

こと。

③ 双方向機能を有 してお り、視聴者参加番組の放送や有料番組の申

込み等様々 なサー ビスが 可能 であ るこ と。

④ 地 域社会に密着 したメディアであ り、地域情報の提供に適 してい

ること。

ハ イ ビ ジ ョ ン ① ワイ ドな画面で画質が きめ細かいこ と。

② 画面を見 る角度(視 角)が 現行 テレビの3倍 とワイ ドな広視野効

果で高度な視覚心理効果 をもた らす こと。

③ デ ジタル方式に よる高 品質な音声 であ るこ と。

④ 幅広 い応用が可能なこ と。

なお、今後 の映像 系情報通信ニー ズを充足するため には、 高度 で多様

なサー ビスの土 台 とな る基幹的 な伝 送路 としてのインフラを全 国的に均

衡 あ る形 で着実 に整備 し、 その利用 を確保す るこ とが必要 である。

このため、郵政省 は、我が国のイ ンフラの整備 を調和 の とれ た形で、

かっ、諸外国の状況 を も踏 まえつつ進め て行 くために、イ ンフ ラ整備に

関する具体的なガイ ドラインを策定す る とともに、 インフラの整備 に伴

い発生す る各種 の課題 をできるだけ解決 してい くために、「21世紀 に向け

た新 たな情報通信基盤の整備 の在 り方」にっいて、5年3月 、電気通信

審議会 に諮問 を行 い・今後1年 間程度 を目途 として検 討 を進 め るこ とと
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次世 代通信 網整 備の た め各種支 援措 置

支 援措置 内 容

債 務 保 証
'

認定事業者が、施設整備事業に要す る一定の資金の借 入等 を行 う場

合に、通信 ・放送機構が債務 を保証。

無 利 子 融 資 認定事業者が、同期 多重デ ジタル伝送装置、通信網制御装置、複合

通信変換装置及びこれ らを設置するための建物 を取得す る場合。(第3

セ クターのみ)

低 利 融 資 認定事業者が、光 ファイバーケー ブル、同期多重デ ジタル伝送装置、

通信網制御装孟、複合通信用交換機、複合通信変換装置及びこれらを

設置するための建物及び工作物 を取得する場合。

テ レ コ ム 税 制 ・新世代通信網促進税制(逓 減型特別償却(5年 度は20%))

同期 多重デジタル伝送装置、通信網制御装 置、複合通信変換装置

・固定資産税 の特例措置(取 得後5年 度分2/3>

同上設備+光 ファイバーケーブル

して い る 。

3映 像ソフ トの充実に向けた支援

今 日、映像 ソフ トを取 り巻 く制作 ・流通環境において、人材及び施設

不足等の問題が顕在化しており、映像 メディアの健全な発展普及の観点

から政策的支援の必要性が高まっている。

(1)制 作及び流通環境の整備

放送分野の人材を養i成するための施策としては、「電気通信基盤充実臨

時措置法」に基づ く 「電気通信人材研修センター」の整備が図られてい

る。これは、放送分野の人材育成に向け、研修や実践指導業務の実施、

人材の交流促進及び人材の地元定着を図るための取引斡旋業務が提供さ

れ、現在、札幌市及び金沢市に誘致されている。政策支援措置としては、

通信 ・放送機構からの出資、日本開発銀行等か らの無利子融資及び税制

優遇等の措置が講 じられている。
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また、 多様 な放送番組等の効率 的な制作 と、地域文化の保 存 ・継続 ・

交流 ・発展 に寄与す る とと もに、地域 の情報化等 を推進す るこ とを目的

として、「映像 ソフ ト交流促 進施 設整備事業」が推進 され ている。

さらに、地域社会に根 ざした放 送番組 の制作、流通等 を促進す ること

に よって、 ケー ブルテ レビの普及に よる地域情報化 を推進す るこ となど

を目的 として、「有線テ レビジョン放送番組充実事業」が実施 されている。

同事 業は、施設 の整備 を通 じ、①放送番組の制作、②委託 による通信衛

星 を利用 したケー ブル テレビ事 業者に対す る放送番組 の提供 な どの業務

等 を行 うものであ り、通信 ・放 送機構 か らの出資及 び 日本開発銀行等か

らの無利子融資に よる支援が講 じられ る。

(2)円 滑かつ適切 な権利処理体制 の構築

ケー プル テレ ビや衛 星放送、 ビデ オや ビデ オデ ィス ク等の 多 メディ

ア ・多チャンネ ル化及びデジ タル映像 技術 の発達 に対応 して、映像 ソフ

トのマルチユー ス化の可能性が拡大 してい る。 そ してそれを促進 してい

くための課題 として権 利の適切 な保護 を図 りつつ 、円滑な権利処理が石

われ る必要 がある。この様 な問題意識か ら、5年1月 か ら、郵政省 に「映傷

ソフ トの知 的財産権処理に関する協議会」が開催 され、映像 ソフ トのF

滑 な制作 ・流通 のための知 的財産権 に関す る環境整備 の在 り方等につい

て検討が行 われている。

(3)ソ フ ト保存事業の充実

放送番組は、各時代 におけ る社会、生活及び風俗 等 を反映 した記録 と

して、社会的 ・国民的 な財産 であ る。 このため、放 送番組 を組 織的 ・維

続的 に収集 ・保 管 し、広 く国民に公 開す ることな どを通 じて、放送文イ1

の継承及び発展 、 さらには、放 送の健全 な発展 に資す るため の 「放送遷

組普及セ ンター 」構想 が整備 されている。 なお、放送 ライブ ラ リー が桓

浜市 に開設 されている。
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(4)マ ルチメデ ィアソフ トをめ ぐる環境の整備

今 日、 多メデ ィア ・多チ ャンネル化の進展等によ り、映像 ソフ トの流

通 は急速 な多様化が進行 してい る。 また、記録媒体の 多様化及 び映像機

器の高度化等 によ り、利用者側において も映像 ソフ トを視聴す るのみな

らず、 自在 に利用 ・処理す るこ とが可能 な環境が整 いつつある。 この よ

うに、映像 を中心 とす る多彩な情報が、 多様 な メディアによ り、 自在 に

提供、流通及 び利用 される環境の到来が期待 される ところであるが、 同

時にこれ を実現す るための各種 の課題 が指摘 されている。この よ うな問

題意識の もと、4年8月 より、郵政省に 「メデ ィア ・ソフ ト研究会」が

開催 され た。 この研究会 では、映像 を中心 とす る情報 ソフ トの うち、利

用者か らみた望 ましい環境 の将来像 を展望 しつつ、円滑 なソフ ト制作 ・

流通 ・利用 を促進す るための通信 ・放 送政策の在 り方や各種支援施策が

審議 され てい る。

4映 像における地域の情報化の推進

多極分散型の国土 の均衡 あ る発展 を推進 してい く上 で、地域 におけ る

情報通信基盤や情報通信拠点施設 の整備 を進 め、地域 の映像情報受発信

機能 を整備 してい くこ とが極 めて重要であ り、郵政省は、民 間テレビジ ョ

ン放送の 多局化、ケー ブルテ レビの発達 ・普 及、ハ イビジ ョン ・シティ

構想等の施策 を推進 してい るところであ る。

(1)民 間テ レビジ ョン放送の多局化

民間テレビジ ョン放送については、放送普 及基本計画において、全 国

で4系 統以上の放送 が視聴 できるように との方針が示 されてお り、周波

数の割 当てが3波 以下 のいわゆ る 「少数チ ャンネル地域」 は15県 となっ

てい る。

今後の課題 としては、残 された 「少数 チャンネル地域」 を解消す るた
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め、それぞれ の地域 の実態 ・経済的基盤 ・周波数事1青等 を勘 案 し、今後

の方策 を検討 してい くことなどがあ る。

(2)ケ ーブル テ レビの発達 ・普及の促進

ケー ブルテ レビは、地域 に密着 したメデ ィアであるため、地域 コ ミ義

ニ テ ィ番組 の放送が容易 で あることな どか ら、今後、地域社会 における

基幹的 な情報通 信基盤 の一つ として発 展 してい くこ とが期待 されてい

る。

特に、近年、通信衛星 を利用 したケー ブルテ レビ向け番組配信(ス ペー

ス ・ケーブルネ ッ ト)の 実現 とともに多チャンネルケー ブルテレビ(特

に都市型 ケーブルテレビ)の 増加 が著 し くなっている。

しか し、ケーブルテレビの施設建 設に多額 の投資 を必要 とす るほか、

番組供給体制の整備等 その発達 ・普及のためにはなお課題 もあ り、地域

に密着 した映像 情報 の受発信機能の整備 等の観点か ら既 に金融、税制面

か らの支援等 を行 っているが、今 後 ともケー ブルテレビの発達 ・普及を

図 ってい くことが重要 である。

(3)ハ イ ビジ ョン ・シティ構想の推 進

ハ イビジ ョン・シテ ィ構想 は、「多極分散 型国土 の形成」 を 目標 とした

第四次全 国総合 開発計 画におけ る情報通信 の整備 の趣 旨等 を踏 まえ、

人々が集 い生活す る都 市を拠点に高度映像 メデ ィアで あ るハ イビジ ョン

を導入 し、映像 の もつ ヒューマ ンコ ミュニケー ション機能 を活用す るこ

とで、都市のア メニテ ィ向上 と情報発進 ・蓄積機能の拡大 を もたら し、

魅力あ る都市づ くりを促進す ることを目的 としている。

このため、全 国の都 市の中か ら普及拠点 とな るべ きモデル都 市 を選定

し、 そこにハ イ ビジ ョンを優先的 に導入する方策 を とってい る。

モデル都 市では住民のニーズに対応 したハ イ ビジ ョンの利用 を通 じ、

オ リジナルティのある映像文飾 を創造す るとともに、豊か な都市空間の
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実現 を目指すこ ととなる。

郵政省 では、元年3月 か ら、ハ イビジ ョンの普及拠点 として、当面、

各都道府県に1か 所 を目標 としてモデル都 市の指定 を行 ってきてお り、

4年 度末現在、35地 域(32市 ・2町 ・2村)を 指定 している(第2-3-

1図 参照)。

5利 用機会均等化等の推進

(1)難 視聴の解消

山間地であるこ となどの地形的条件や放送局か ら遠 く離れていること

によるテレビジ ョン放送 の難視聴(辺 地難視聴)世 帯 は、2年 度か ら3

年度にかけて実施 した実態調査の結果 に基づ き、NHK約7万 世帯、民

放約21万 世帯 と推定 されている。

また、高層建築物 等に よるテレビジ ョン放送の受信障害(都 市受信 障

害)世 帯は、2年 度末現在、約68万 世帯 と推定 されている。

NHKの 難視 聴につ いては、従 来、 中継局 及び辺地共同受信施設の設

置によ り解消が図 られて きたが、昭和59年 度以降は衛星放 送によ り解 消

を図っている。この支援の ため、2年3月 、通 信・放送機構 に衛星放送受信

対策基金 を創設 し、地形的条件 に よりNHKの 地上放送が良好 に受信 で

きない者が衛 星放送受信設備 を設置す る場合 に助成金 を交付 している。

民放 の難視 聴につ いて は、各民放事業者に よる中継局 の設置 によ り解

消が図られて きたが、3年 度か ら公共投資生 活関連重点 化枠 として認め

られた国の電気通信格差是正事業 の一つ として、民放テ レビジ ョン放送

難視聴解消事業 が、 また、4年 度か ら民放 中波 ラジオ放送受信障害解消

事業が実施 されている。

さらに、5年 度か らは、原因者の特定が困難 なテレビジ ョン放送の都

市受信障害解消事業が電気通信格差是正事業の一つ として、実施 され る
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民放テレビ放送中継局

こととなった。

(2)視 聴覚障害者向け放送番組の充実

放送番組の中には、視聴覚障害者等が放送 を享受する上で不可欠な字

幕放送等、国民の豊かな暮 らしを実現する上で不可欠な放送番組である

が事業採算性に乏 しいことなどにより、番組供給が十分でない分野が存

在するのが実情である。このため、視聴覚障害者等が映像情報 を享受で

きるようにこうした放送番組の充実を図ることは、大 きな課題 となって

お り、郵政省では、視聴覚障害者向け放送の充実のための施策 を推進し

ている。

昭和57年 には、放送法の改正により、音声多重放送又は文字 多重放遂

を実施するに当たって、同時に放送されるテレビジョン放送番組の内答

を補完するような放送番組をで きるかぎり多 く設けるよう努力すること

を義務づけた。また、文字多重放送を行 うための設備投資負担を軽減寸
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るため、昭和61年 度 よ り、文字 多重放送設備 の整備 に対す る日本開発銀

行等か らの低利融資等の支援制度 を導入 した。 さらに、字幕放送 を行 う

放送事 業者 の負担 を軽減 し、その普及 ・促進 を図 るために、3年1月 「放

送局の開設の根本的基準」 を改正 し、文字 多重放送 の毎 日放送義務 を緩

和 し毎 日放送努 力義務 とした。

今後 も、字幕放送、解説放送の番組制作 に係 る費用等の助成、字幕放

送 を行 うために必要 な文字多重放送設備等の整備に対す る支援 等の施 策

を推進す ることとしている。

6環 境及び生活環境への貢献

(1)環 境 への貢献

オゾン層の破壊、地球 温暖化、熱帯林 の減少、大気や 水質 の汚染、 自

然環境破壊 等の環境問題へ の対応は、我が国のみな らず、世 界各国の課

題 として重要性が指 摘 されている。

この ため、郵 政省 は環 境問題 に対す る基本的 な認 識 を明 らかに し、

環境政策 を強力に推進す る観点か ら 「郵政省の環境問題への取組 につい

て(郵 政省環境政策大綱)」 を4年12月 に策定 した。

その基本 的考 え方は、交通移 動 手段 を とらずに必要 な コ ミュニケー

ションが交 わせ るテ レビ会議 システム、テ レコ ミューテ ィングシステム

等の映像系情報 通信 は、 それ 自体 クリー ンでエネルギー消費が少 な く、

それ を利用す ることによって、 ヒ ト・モ ノの不必要な移動 を節減 し、交

通量 を減 らし、 ひいては大気汚染 を防止 し、環境 負荷軽減 に貢献す るこ

とが可能 である。

したがって、環境保全 のための一つの有効な手段 として、テ レビ会議

システムやサテライ トオフィス等の役割 を認識 し、その普及促進 を図 る

ことによ り、エネルギー消費 を減少 させ 、大 きな環境改善効果 をあげて
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い くことが重要 であ ると提 言 している。

郵政省 では、 こうした基本的認識 を踏 まえて、テ レビ会議 システム、

サ テライ トオフ ィス等 の環境保全 や省エネルギー に対応 レた映像系情報

通信 システムの普及促進 を図 ることとしている。

また、地球環境保全 のためには、地球 的規模 の様々 な現象 の把握及び

その発生 メカニズムを解明 し、適切 な対 策 を講 じてい く必要 がある。

このため、世界各国が協力 し、地上、 海上、航空及 び宇宙か らの観測

をシステム化 し、 グローバルな地球観測 を行 うこ とが求め られてい る。

郵政省では、3次 元立体 映像 を用 いて、一 目で様々 な地球環境状況を

把握 ・分析 で きる高性能画像分析 システム等の地球環境 モニ タ リングシ

ステムの開発等 に取 り組んでい る。

また、基盤 技術研究促 進セ ンターが 出資 して いる㈱エ イ ・テ ィ ・アー

ル通信 システム研究所 では、参加者が一同に会 した感覚 で面談会 議を行

うことが でき、高度 の ヒューマ ンイン ター フェー ス機能が会議 を支援す

る 「臨場感通信会議」 の実現 をめ ざして、3次 元画像 の入力や認識、理

解 、表示等に関する研究 を進めている。

(2)生 活環境 への貢献

近年、大都 市 をは じめ とす る大都市の地価 の高騰 ・都市過密 に伴 い、

長距離 ・過密通勤問題が顕在化 して きている。 さらに、オフ ィススペー

スも価格が高騰 し、十分 なスペース を確保で きない状 況にあ り、 こうし

た就業実態 に対す る改善期待が高 まって いる。

毎 日出社 しな くて も業務が遂行 で きるサ テライ トオフ ィスや ホー ムオ

フィス(在 宅勤務)等 の映像系情報通信 は、距離 ・空間 を超越 したフェ

イス ・トゥ ・フェイス環境 の実現 が可能 であ り、 これ を利用す るこ とに

よ り・通勤 ラッシュ・就業環境問題 の狭隆化 等か ら開放 され、通勤 ・就

業環境 問題の改善に寄与す ることがで きる。
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っ まり、サ テライ トオフィスや ホームオフィス(在 宅勤務)等 の映像

系情報通信 は、生活に時 間的 ・空間的 ゆ とりをもた らし、個 人個人の多

様 な価値観 に基づ く幅広 い選択肢 を確保 し、 多様 な 自由時間活動 を行 う

機会 を広 く提供 し、ゆ と りある生活環境 の整備に大 きく貢献す るもので

あ る。

郵政省 は、 こ うしたサテライ トオフ ィスやテ レビ会議 システムの整備

等 を図 り、広域情報圏の育成 を通 じた多極分 散型国土の形成 に寄与す る

具体的方策 として 「テ レコムタウン構想」や 「民活法施設整備事業」等

を推進 している。

7映 像 を活用 した国際交流の促進

衛星通信 ・衛星放 送技術 の 目覚 ましい発展 によ り、現在では、世界各

地で起 きている事件や 現象について、映像情報に より瞬時に入手 できる

ようになるな ど、映像 を活用 した情報交流が盛んに行 われ るようになっ

ている。 このよ うな状況にあって、映像 を活用 した国際的 な相互理解の

促進や、いわゆ る 「国境 を越 えるテレビ」へ の対応が重要 な課題 となっ

ている。

(可)国 際的な相互理解の促進

世界の文化 等に対す る1国民の理解 を深め、 日本の社会 ・文化等に対す

る理解 を促進 するため、映像 を活用 した国際交流の促進 は、諸外国 との

相互理解 を促進す る上で重要 であ り、経済審議会の答申 「生活大国5か

年計画」(4年6月)に おいて も、「視 聴覚媒体の効 果的な活用 ・充実 等

に よる我が国の情報発信能力の強化 を図 る」 旨提言がなされて いる。

このため、放 送 ソフ トの海外へ の提供に対す る支援、国際番組 ライブ

ラ リーの構築 、運営並 びに内外 の放送関係者 の人的交流の促進等 を行 う

機関 として3年4月 、㈱放送番組 国際交流セン ター を設立 し、対 日理解
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促進 のための番組 を海外へ提供す る事業 を推進 してい るところである。

同セン ター では、テ レビ番組 の吹替 えや衛 星伝 送に 対す る支援、外国

語 に吹替 えた番組 を集積す る国際番組 ライブ ラ リー の運営等 を通 じて、

放送 ソフ トの海外提供 を促進 して いるほか、映像情報分 野における開発

途上 国へ の国際協 力に資す るため、マ レイシア、中南米 等で放送番組に

関す る需要調査 等 を行 った。

また、米国においては、 日本語 の番組 配信サ ー ビスが在米 の 日本入向

けに行われてい るほか、欧州 では、アス トラ衛星 を利用 した 日本語番組

配信サー ビスが実施 されてい る。

(2)「 国境 を越 えるテ レビ」

今 日、衛星 技術 の進歩に よ りいわゆる 「国境 を越 えるテレ ビ」が出現

して きてお り、欧州 では1989年 にEC指 令 を作成 ・公表 し、 これ を一定

の基準の下で相互に認め合 うこととしてい る。一方、ア ジアにお いて も、

広 範囲なサー ビスエ リアの衛 星に よ り、 多国間に またが るいわゆ る 「国

境 を越 えるテ レビ」が出現 して きてい る。

特に、 アジア地域 におけ る 「国境 を越 えるテレビ」 としては、 ア ジア

サ ッ ト社の衛星 を利用 した香港のスターTV、 イン ドネ シアのパ ラパ衛

星に よるサー ビス等が行 われてい る。 また、 中国、韓国、 タイ等におい

て も衛星 を利用 したテ レビジ ョン放送の検討が行われてい る。

スターTVは 、中国等 を対象 とした北 ビーム(5チ ャンネル)と タイ、

イン ド、 イラン等 を対象 とす る南 ビーム(6チ ャンネル)の 二っ の方向

に対 して5テ レビ番組配信サー ビスを行 ってい る。 ア ジアサ ッ トの ビー

ムは、東西はエ ジプ トか ら極東付近 まで、南北 はイン ドネ シアか らシベ

リァに まで及ぶ といわれ、27億 の人に視聴 され る可能性 を有 していると

される(第3-3-3図 参照)。

このため・郵政省では・ いわゆ る 「国境 を越 えるテ レビ」につ いて、



第3-3-3図 ア ジァサ ッ ト衛星 の 受信可 能地域

アジアサ ット社資料に よ り作成

ω

肇

雪

謹

鼻

1

弩

1



一342一 第3章 映像新時代を迎える情報通信

我が国 としての対応の在 り方等につ いて多角的に調査 研究す るため、4

年10月 か ら5年3月 まで 「放 送分野 の国際化 に関す る調査研 究会」 を開

催 し、諸 外国におけ る 「国境 を越 え るテ レビ」の動向、我が国における

「国境 を越 えるテレビ」への取組 の在 り方 にっ いて、検討 を行 って きたと

ころであ る。

同研 究会 の報告 では、我が国の社会 ・放送秩 序 と整合性が図れ るもの

については、一定の条件の下 に国内の放送 に準 じる もの として認知 する

よ う提言 している。

8技 術開発 の推進

■(1)先 端的 ・先導的技術の開発

ア デジ タル化の推進

デ ジタル技術 は、信号 伝送 にお いて雑 音 ・ゆが み に強 い こ と、 コン

ピュー タとの親和性 が良いこ と及び半導体 を活用 した高集積 化に よる機

器の小 型化 ・低価 格化 が容易 なこ となどの利点 を有 してお り、アナ ログ

技術に代 わって使 用 されつつ ある。

(ア)通 信

従来(64kb/s)よ りも飛躍的に広帯域の伝送路(ユ ー ザー ・網 インタ

フェー スは156又 は622Mb/s)を 提供 す るシステムがB-ISDNで あ

り、現在電気通信標準化部 門において積極 的に勧告化作業が進め られて

いる。ATM交 換方式に よるB-ISDN実 現 のための基本的 な要素(リ

ソー ス管理 、品質等 を除 く)が ほぼ勧告化 され、①マルチ ポイン ト交換

サー ビス(多 地 点接続)等 の勧告化 を6年 に、②放送型サー ビス等の勧

告化 を8年 以降に、 それ ぞれ予定 してい る。

B-ISDNの 普及の ためには、利用面か らの課題 も大 きく、サー ビ

スの研究開発が必要 であ り・ユーザー参加 に よる実用実験 を通 して研究
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開発 を進め る必要が ある。

関西文化学術研究都市 を中心 とした京都 ・大阪 ・奈良エ リアにおいて、

6年 度か ら開始 され る実用実 験においては、①ハ イビジョン映像 を用い

た利用実験、② 高速LANを 用 いた利用実験 を行 い、ITU京 都全権委

員会(6年9月)で はB-ISDNの 取組状況につ いてPR等 が行われ

る予定であ る。

(イ)放 送

放送 システムにお いて も、デ ジタルVTR、 映像特殊効果装置、テ レ

ビ方式変換装置等の スタジオ機 器及び受信機 の各種機能等に、 デジタル

化技術が広 く用 いられてい る。 また、衛星放送において も音声情報及び

PCM音 声放送がデ ジタル方式に よって放送 されている。

郵政省 では、 テレビジ ョン放送 システムの中で、野外 中継等 には欠か

せ ない番組素材等の無線伝送について、デ ジタル技術 を活用す ることに

より、品質の向上等 を図 るこ とを目的 として、4年7月 か ら 「番組素材

等の無線伝送のデ ジタル化 に関す る調査研究会」を開催 し、5年3月 に、

デジタル技術 を活用 する上 での要 求条件、技術的条件、今後の課題等 に

ついて報告書 をまとめた。郵政省では、今後、同報告書の指摘 を踏 まえ、

研究開発及び標 準化 の推進 を図 ってい くこ ととしている。

また、衛星放 送の電波の余裕部分 を利用 して、一般の家庭 等に各種デー

タを送信す るデー タ放送の伝 送方式等について、電気通信 技術審議会 に

おいて2年6月 か ら審議が進め られてい る。

想定 され るサー ビス形態 としては、 ファクシ ミリサー ビス(フ ァクシ

ミリ端末向けに文字 ・図形情報 を送 るサー ビス)、 テレソフ トウェアサー

ビス(各 種 ソフ トウェアやデー タを送信 し、受信者が 自分のパ ソコン等

に取 り込んで利用)等 である。実用化の時期 は、現在の放送衛星第3号

に より放送開始で きるよ う検討 を行 ってい る。
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デ ジタル信号 では、映像、 音声、デー タ、制御等 が同一 の信号 として

扱 えるこ とを利用 して、複数 のテ レビジ ョン、音声、各種 のデー タサー

ビス等 を一つ の電波中に統合 して放送す るISDB(総 合 デ ジタル放送)

も検討 されている。

イ 周波 数資源の開発

(ア)未 だ利用 されていない周波数帯の開発

移動体通信分野等 において映像伝送等大容量 ・高速の無線通信 を行 う

ためには、広 い周波数帯域 を必要 とす るこ とか ら、 ミリ波(30～300GH

z)、 サ ブ ミリ波(300～3,000GHz)、 光領 域 等の高 周波 数帯 の開発が

重要 である。 ミリ波、サ ブ ミリ波は、構 内等の近 距離画像通信への利用

が期待 されてお り、郵政省 では、3年 度 か ら5年 度 までの予定 で、 ミり

波構内通信 システムに関す る システムイメー ジの明確化 等につ いて調査

研究中であ り、通信総合研 究所 にお いて も、4年 度か ら ミリ波構 内通信

システムの実現 に必要な電 波伝搬特性の解 明等の研究 開発 に着手 したほ

か、光領域通信 システムの高度利用化等の研 究に も着手 した。

(イ)既 に利用 されてい る周波 数帯の再開発

最近 では、通信機能 を有す るマルチ メディア対応型の機器 も開発 され

ようとしている。将来的 には、 これ らのパー ソナル機 器 を使 い、移動体

情報通信 での画像伝送等 の広 い帯域 を必要 とす る通信 のニー ズが顕在化

す ることが予想 され る。移動体情報通信 における画像伝 送 は、周波数の

ひっ迫か ら、 これ までに実用化 されてい る準マ イ クロ波帯(1～3GH

z)以 下 では、不可能 と想定 される。 このため 、既 に開発 した技術の活

用等 も勘案 し、主 に固定通信 で用 い られてい る3～10GHzの マ イ クロ

波帯 を移動体通信用 に開発す ることが必要であ る。郵政省 では、近 い将

来の実用化 を目指 し、マ イ クロ波帯移動通信の技術 的課 題の抽 出及 びシ

ステムのイメー ジ等につ いて、4年 度 か ら調査研究に着手 し、 また、遣
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信総合研究所 において も、ゾー ン構成法等の研究開発 を、5年 度か ら行

う計画 である。

(ウ)放 送用周波数有効利用技術の開発

地上波放送は、地域の放送需要や難視 聴解消 に応 えるため、今後 も多

くの放送局 を設置す る必要があるが、そのための放送用周波数 は非常に

ひっ迫 している。周波数の有効利用 を図 る手段 としてデジタル技術 を導

入す るこ とが有望 であ り、通信総合研究所 にお いては、デ ジタル圧縮 ・

伝送技術の研究 開発 を5年 度か ら10年 度 まで行 う予定 である。 無線通信

部 門において も、4年 か ら地上系 デジタルテレビジョン放送用 の符号化

方式の検討が始 まってい る。

ウ 光伝送技術の開発

将来、B-ISDN等 の出現 によ り、光 ファ イバーに よる伝 送容量の

大容量化、低価格化、高信頼化等 の技術開発が要求 され る。

例えば、B-ISDNの サー ビス速度156Mb/sに 対 して、幹線伝送路

の速度 はテラビ ッ トクラスの伝送方式の開発が必要 である。 その光伝送

方式 としては、 コヒー レン ト方式及びソ リ トン方式 等の開発が必要 であ

る。また、 多重化方式 としては、波長 多重伝送方式、多値変調方式等 を

適用 した システムの開発が 必要 とされる(付 注22参 照)。

工 通信衛星 によるデジタル伝送技術の開発

通信衛 星において も、将 来のB-ISDNへ の対応及 び映像 のデジタ

ル化 に対応 した、デ ジタル伝送技術 の開発が必要 である。郵政 省は、通

信衛星 を使 って実験 を実施 してデ ジタル映像伝 送の研究開発 を促進す る

ことを目的 として、通信事業者、放送事業者、 メー カー等 を構 成員 とし

て4年10月 に組織 された 「通信衛星に よるデ ジタル映像伝 送実 験実施協

議会」に参加 するなどに より、通信衛星 によるデジ タル映像伝送の技術

開発 を推進 している。
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オ 臨場感 ・現実感 を高め るための技術開発

よ り高度 な映像 システム を実用化す るためには、 映像 の高画質化 に加

えて、 立体映像 通信、バー チャル リア リテ ィ等の臨場感 ・現実感 を高め

るため の技術開発が求め られ る。

(ア)EDTV

テレ ビの高画質化 では、現行 テ レビジョン放送 と互換1生を保 ち、高画

質化、 ゴース ト除去 を図 る第1世 代EDTVが 、既 に元年8月 か ら放送

が開始 されて いる。 第2世 代EDTVは 、一層の高画質化、画面のワイ

ドアスペ ク ト化(9:16)及 び高音質化 を図 るもので ある。7年 か らの

実用化 を目標 に、電気通信技術 審議会 にお いて審議が行 われてい る。

(イ)HDTV

現在のアナ ログ方式 によるハ イビジ ョン放送に比べ 、一層の画質 の向

上 を図 るため、 デジタルHDTV技 術の開発等が進 め られてい る。3年

5月 か ら開催 されている「衛 星放送技術の長期 ビジョンに関す る研究会」

において、デ ジタルHDTV衛 星放送 は、11,7～12.2GHz(周 波数帯域

幅27MHz)で 行 う場合 、MUSE程 度の画質の放送が行 え るか否か現時

点 では十分 な見通 しが立たないため、他 の周波数帯 の開発 も含め て検討

を行 う必要 がある と報告 されている。

また、同研究会 によ り5年3月 に まとめ られた報告書 では、世界無線

通信主管庁会議(WARC-92)で 分 配 された21GHz帯 で行 う衛星放送

にっいて、2007年 をめ どに、広帯域HDTVの サー ビスを開始す ること

が、適 当である としてい る。 この利点は、解像度が向上す る(色 や輪郭

が くっきりよ り鮮 明に表現)、 画面上 の速 い動 きが明瞭に見 える(ス ポー

ツ中継等 で選手の速い動 きがはっき り見 える)な どであ る。 また、 この

中で、21GHz帯 の開発 にあたっては、具体 的サー ビス として広 帯域HD

TVの ほか・大容 量ISDB(70～140Mb/s)を 前提す るこ と、高臨場
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感放送(立 体 テ レビや音響 の超ハ イファイ化放送等 を組み合 わせ た放送)

及び地域衛星放送(21GHz帯 でのア ンテナ の鋭い指 向性 を利用 して、地

域 ごとに異な る番組 を伝送 す る放送)等 も提 言 している。

郵政省では、 この報告 を受 け、実現のか ぎとなる画像圧縮技術等にっ

いて、研究開発等を推進す ることとしてい る。

さらに、8年 度 に打 ち上 げが予定 されている通信放送技術衛星(CO

METS)に お いて、21GHz帯 を利用 した広 帯域HDTV衛 星放送等の

実験を行 う計画 である。 なお、実験の詳細について、現在検討 を行 って

いる段階である。

(ウ)UDTV

電気通信技術審議会では、郵政省の諮 問を受けて 「デ ジタル映像委貝

会」を設置 し、21世 紀 を展望 した映像技術の発展方 向等について審議 を

行 い、5年1月 に 「21世紀 を展望 したデジタル映像技術の在 り方につい

て」の答 申を行 った。答申においては、今後の映像技術の発展方向の一

つ として、高画質化 を挙 げてい る。これは、今後映像技術 が、放送のほ

かに映画、印刷、医療用画像等へ 広範 囲に応用 され ることを考慮す る必

要があるため であ る。答 申では高画質化 の 目標 として、通信、放送 、パ ッ

ケー ジ(CD-ROM等)等 の メディアに共通 して適用 され る走査線2000

本 レベルの業務 用の超高精 細 デジタル映像 システム(UDTV:Ultra

DefinitionTV)の 技術 の完成 を2005年 頃に実現 す るこ とが挙 げ られて

いる(第3-3-4図 参照)。

(エ)立 体 映像通信、バーチ ャル リア リテ ィ通信

郵政省の特別 認可 法人であ る、通信 ・放送機構において、4年 度か ら

ホログラフィ技術 を用 いた高度 な三次元立体動画像の通信 を可能 とす る

「高度立体動画像通信プ ロジェク ト」の研 究開発 を進めている。具体的 に

は、入力、表示及び制御技術について研究開発 を行 っている。
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第3-3-4図 映像技 術 の発展 方 向

CI>ROMマ ルチメディア端末,
ATV(米 国)等

(H.26X/MPEG2)

デ ジタル化
(高能率圧縮〉

高画質化

郵政省資料に より作成

また、 より一層現実感 を高め る通信 を実 現す るため に、バーチ ャル リ

ァ リテ ィ(VR)技 術 を通信へ応用す るな どの研究開発が行 われて いる。

例 えば、基盤 技術研究促進 セ ンターの出資に よるエイ ・ティ ・アール通

信 システム研 究所 では、仮 想的に設置 した会議室に参加者 の像 を映 し込

み、遠隔地 にいる会議参加 者全員が一堂に会 した感覚 を共有す る臨場感

通信会議の開発 が行 われてい る。
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∵導 /

」鯉
臨場感 通信 の基礎 実験(エ イ ・テ ィー ・ア ール通信 システム研 究所)

(2)標 準化の推進

郵政省 では、映像 システムに関係す る国際標準の作成の場 であ る、国

際電気通信 連合(ITU)の 電気通信標 準化部 門、無線通信部門におけ

る研 究課題、勧告案等につ いて電気通信技術審議会において審議 を行 い、

国際標準作成のための積極 的な寄与 を行 っているところである。 また、

国内標準作成においては電気通信技術審議会 の各委員会 、電信電話 技術

委員会(TTC)及 び放送技術 開発協議会(BTA)等 におい て標準作

成が進め られている。

また、電気通信技術審議 会に よる、5年1月 の 「21世紀 を展望 したデ

ジタル映像 技術 の在 り方について」の答申では、通信、放送及び蓄積の

各 メデ ィアの ピクチャー フォーマ ッ ト(画素数、階調、縦横比等)、 符号

化方式等の規格 の調和及び相互接続性の確保 によ り、各 メデ ィアのソフ

トの共有化 を促進す ることが重要であ ると指摘 されている。

次世代の映像 システムに関す る具体 的な標準化の推進のための展望は

以下の とお りであ り、郵 政省 としても電気通信 技術審議会の指摘 を考慮
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し、積極的 にこれ らの標準化 を推進 してい く予定であ る。

ア 動画系

HDTVの 衛 星放 送規格 が、4年9月 にCCIRに よ り、勧告 化 され

てい る(MUSE方 式 とHD-MAC方 式の両方 を勧 告化)。

HDTVの ス タジオ規格 につ いては、2年6月 に 日本及び欧州の両規

格 を包含す る勧告が成立 してい る。 そのデジタル表現 は、 日 ・欧の方式

が付録 に掲載 され る方向で審議 が進 んでいる。放送の スタジオ規格に関

す るITUの 無線通信部 門の勧告 は、放送番 組の制作や番組 交換 といっ

た本来 の意義に加 えて、他 の分野 にお いて も基本 として用 いられ ること

が多 く、勧告化の 目標 時期 等が 明 らか にされ るこ とが望 まれ る。

符号化方式 につ いては、電 気通信標 準化部 門 とMPEG(注1)の 合 同作

業 によ り、MPEG2(注2)/H.26Xが1995年 には標準化 が完成す る見込

みである。

標準化 された符号化方式が どの程度 の高画質 レベ ル まで効率的 に適用

可能か を検証 してい くこ とが重要 と考 え られ、ユーザー ニー ズへ の適合

性 を確保す るため、検証過程へのユー ザーの参加が望 まれ る。

一方、無線通信部 門では、地上 テレビジョン放送及 び衛星 テレビジョ

ン放送 のデジタル化 の研究 を開始 した。放送 における符号化方式 の選択

は、伝送方式や 干渉基準等の技術的な条件 とも関係 してお り、放送 とし

ての画質 の評価 ・実験 を行 って、所要 のデー タを入手す る必要が ある。

さらに、応用のための標準化の動 きの1つ として、電気通信標準化部

門では、H.26Xで 規定 され る符号化方式 を用いたB-ISDNに 適用

す るオー ディオビジュアル端 末の標準化作 業 を並行 して進 めてお り、H.

(注1)蓄 積 メデ ィア を前 提 として動 画像 の符 号化 方 式 に 関 して 国 際標 準 を制 定 す

るこ とを 目的 にISOに 設定 した作 業部 会 の名称 。

(注2)符 号 化 レー トが1,5Mb/sを 越 え、現行 テ レビ ジ ョン品質以 上 の解像 度 を対

象 とした動 画像 符号 化方 式。
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32Xと して、H.26Xの 勧告化 のす ぐ後に標準化す る見込みである。

また、無線通信部 門において も、MPEG2を 放送 に応用す る場合 の

ユーザー要求等、放 送 と非放送分野におけるテレビ規格 の調和 について

検討 を行 ってい るところであ る。

イ 静止画系

2値 画像(白 黒表現のみ)、 カラー画像等に対す る符号化方式が、CC

ITTとISOの 合同作業 によ り標準化 され た(カ ラー画像:JPEG

方式、2値 画像:JBIG方 式)。

電気通信標準化部 門では、次会期(1993年 ～1996年)に 上 記勧告の応

用 として、フ ァクシ ミリのカラー化、 オー ディオ ・グラフィックス会議

での利用のため の標準化 を進め てい く予定 に している。 この他 の用途 と

しては、印刷 の分野が考 え られるが、当面は、用途に照 ら した業界標準

の完成が期待 され る。

(3)デ ジタル映像 システムの研究開発

ア 産 ・学 ・官の協調体制の構築

電気通信技術審議会に よる、「21世紀 を展望 したデ ジタル映像 技術の在

り方につ いて」 の答 申でも指摘 されてい るよ うに、映像 システムは、幅

広い分野に影響 を及ぼす とともに、 シス テム構築には長 い年 月と多大 な

投資を必要 とする。 このため、 その開発 目標等に対 して内外関係機関の

コンセ ンサスの形成が重要 である。郵政 省は、映像 の高画質化、映像 の

各種規格の統合化等 を目的 として、事業者(電 気通信事業者、放送事業

者)、 メー カー、ユーザー及び学識経験者等 によ り5年2月 に設立 された

「高度映像 技術 開発推進会議 」に参画す るとともに、基盤技術研究促進 セ

ンターに よる出資によ り、通信 ・放送 ・蓄積等の メデ ィア間の変換 の容

易化(ハ ー ド・ソフ トの共有化)を 図 る 「映像 メデ ィア統合伝 送処理 シ

ステム」 の研究開発 の支援等 を実施 し、産 ・学 ・官の協調体制に より、
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研究開発 を図 ってい る。

また、通信 ・放送機構か ら特定研 究開発基盤施設整備事 業 として初め

ての出資 を受 けて5年3月 に設立 された 「㈱横 浜画像通信 テ クノステー

シ ョン」では、今後 の画像符号化技術、伝送 技術 等の画像通信 のための

技術開発に必要 とな る画像評価 室、各種実験室 及び研究開発機器等 を整

備す ることに よ り、産 ・学 ・官の研 究開発 の促進 を図 るこ ととして いる。

イ マルチ メデ ィアの推進

電気通信 技術の発展 に ともない、通信網 もアナ ログか らデ ジタルへ と

移行 し、地上 にはISDN網 が全国的に張 り巡 らされてい る。 さ らに数

年後 には高画質動画像 の伝送 も可能 な広帯域ISDNが 出現す ると予想

されてお り、ネ ッ トワー クを通 して伝 送で きる情報量は飛 躍的に増大す

る。 また、半導体技術 等の発展 によ り、文字、音声、画像 等様 々な情報

のデ ジタル信号化が可能 となる とともに、マイ クロプ ロセ ッサ による情

報処理能 力の大幅な向上が実現 した。

この ような情報の電子化 、伝送及び処理能力の向上並 びに メディアの

多様化 に ともない、様 々な メデ ィアを複合的 ・一体 的に利 用す るこ とが

で きるマルチ メデ ィア情報通信の実現が予想 されてい る。

郵政 省では、このマルチ メディア情報通信の概 念、発展 の方向、求め

られ る機能、 開発すべ き要素 技術及 び標準化動向等 を明 らかにす るため

「将来のマルチ メディア情報 通信 技術の展望 」について、5年3月 に電気

通信技術審議会 に諮問 した。なお答申は6年3月 に予定 されてい る。

ウ 使 いやす く利便性 の高い総合的な システムの研 究開発

映像1青報 を駆使 したサー ビス ・機器が国民生活のあ らゆ る場面 に広 く

浸透す るためには、機器の高機能化 と並行 して、複雑 な操作や 高度 な知

識 を必要 とせ ず、 だれにで も利用 で きるサー ビス ・機器 の研究 開発 のよ

り一層の促進 が必要 である。そのため、郵政省 では、将来のネ ッ トワー
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クにおいて、 あ らゆる種類 の通信サー ビス、情報処理サー ビスを広 く一

般の人が容易 に利用で きるようにし、ユーザー利便性の向上に資す るこ

とを 目的 に、電 気通信 フ ロ ンテ ィア研 究 開発の 中で、ネ ッ トワー ク ・

ヒューマ ンインタフェースの高度化の研究開発 を行 って いる。

具体的には、 システム とユーザー との対話に より、相互 に意図 を理解

し、適切 なサー ビスを提供す ることによる、ユーザー ・インタフェー ス

の改善 を目指 してい る。このため、システム とユーザーの相互意図理解、

意味情報 の抽出 ・相互変換等の研究 を行い、 あ らゆ る人が容易 に、便利

でかつ快適に利用で きる高度なネ ッ トワー ク ・ヒューマ ンインタフェー

スの基礎技術の開発が行 われてい る。

9映 像系情報通信の発展 と新 たな課題

今後、映像 系情報通信の利用が高度化 ・多様化す るこ とに よって、社

会経済面では効率化や省力化が進み、生活面 では利便性や快適性の向上

が期待 され る一方、映像 をめ ぐる情報環境 において、い くつか の課題 が

生 じるもの と考 えられ る。

例 えば、臨場感通信が高度 に進展す るにつれて、 自分 が今 どこにい る

のか とい った場所(空 間)の 感覚がな くなるといったよ うに、映像情報

が もた らす社会的 ・心理的弊害等が懸念 されている。

また、個人のプ ライバ シーに関する映像情報 が許諾 を得 ずに無断で利

用 された り、勝 手に公表 されて しまうこ とな どに対 して、肖像 権等の人

権やプライバ シー の保護が、これまで以上 に留意 され るこ とが望 まれて

いる。

現代社会 においては、視覚情報 としての映像 が、社会的又は心理的に

及ぼす影響や効果 は多大な ものであることか ら、国民生活や人権等の保

護又は青少年 の健全 な育成が図 られ る情報環境の形成が望 まれている。
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第4節 映像新時代の発展 とマルチメディアの推進

1今 後の展望

(1)現 代社 会 におけ る映像新時代の位 置づ け

前節 で も述べて きた ように、 コミュニ ケー シ ョンの手段 として、 とり

わけ優 れ た性 質 を有す る映像系情報通信 に関す る政 策動 向 と今後解決が

望 まれ る課題の整理 を行 って きた。

本項 では、現代におけ る映像新時代の位置づけ をあ らためて整理する

とともに、社 会の発展 に対 し、今後期待 され る効果、影響 及び可能性に

ついて言及す るこ ととす る。

映像系情報通信分 野 を取 り巻 く環境 は、映画 の誕生以来お よそ1世 紀

を経た今 日、著 しい変化 を遂 げてい る。す なわち、 テ レビが、政治 ・経

済情 報 のみな らず、 日常生活のあ らゆ る断面や世界 中で起 きている事件

を瞬時に しか も リアルにお茶の間に まで伝達 し、時代 の流行 をも左右す

るよ うな影響 力 を及ぼ しているこ と、 しか も、文化、娯楽 の源泉 として

の役割 を有す る点 な どにお いて、現代社会 に とって不可欠 な存在 になっ

ている。 また、 ビデオカメラやパ ソコン等の端 末機器 の高機能化、低廉

化や デジタル技術の発達 によって、誰 もが、手 軽に映像 を制作 、活用で

きるような状況が到来 した。 さ らに、 多メデ ィア ・多チャンネル化の急

速 な進展 のみな らずバーチャル リア リテ ィ技術 等の出現 に よ り、 これま

で経験す るこ とが できなかったよ うな刺激や可能性 を国民生 活に もたら

す こ とが考 え られ てい る。

すでに、2節 において家庭 ・産業及び社会におけ る先 端的 な利用事例

の紹介 を通 じ、映像系情報通信分野が、今後、経済及び文化 等 を始 め と

した社会 の発展 に とって不可欠 な役割 を担 う可能性について言及 して き



第4節 映像新時代の発展とマルチメディアの推進 一355一

た。つ まり、従来、「見る」対象にす ぎなか った映像 の量的拡大及び質 的

向上は言 うまで もな く、 日常生活において も 「撮 る」、「編集する」、「使

用す る」 ことな どが可能 とな り、映像 の利用形態は著 しい変化 を遂げて

い る。 さらに、その活用領域 にお いて も、テレビや 映画等 を代表 とす る

文化及び娯楽 的な分 野のみな らず、現在 では、産業、医療及び教育等へ

とその活用領域が拡大 してい る。 そして、各種 シ ミュレー シ ョンに応用

されるな ど、 映像 その ものが、道具 として、 また対象物 として 「使 う」、

「練習す る」とい う 「体験す る」ための媒体 としての特性 を持ち始めてい

る。これは、 人間社会の発展 に とり不可欠 な要素である 「試行錯誤」の

リスクを著 し く低減 させ、人間社会の発展 に向けた一大契機 となろ う。

このよ うに映像情報や、 これ をめ ぐる環境 が質的、量的 な変貌 を遂げて

いることか ら、 まさに今 日は、「映像新 時代」 を迎 えている といえよう。

(2)映 像新時代 の進展 と生活大国の実現

そもそ も映像情報 は、 ただ単 に、映像 、音声、文字及び記号等の様々

な情報を包括的に伝達す るだけではな く、直観 的、感覚的 な理解 を可能

とす る点 において、非常 に優れ た特性 を有 してい る。そ して、今 日では、

文化 ・風習等 を異にす る国際間の相互理解 を促進 させてい く観点か らの

活用 も大 いに期待 されている。 また、通信の特性 である 「時間」 と 「空

間」の克服 を一層進展 させ ることが予測 されてい る。 この観点か らは、

テレビ会議等に よる交通 の代替等に よる省資源や省 エネルギーのみなら

ず、サテライ トオフ ィスの普及等に よる就業環境 の改善効 果に より、今

日の最大 の課題の一つである 「時短」や 「省 スペース」等の点において

も効率化 を推進 させ ることが可能になる。 そ して、それは、生産性の向

上 に資す るばか りか、経済的、時間的及び空間的な余裕の創 出に貢献 し、

ゆ とりと豊かさのある 「生 活大国」の実現 に向けた一助 となるこ とが期

待 されて いる。
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さらに、エ ネルギー負荷低減 の達成に よ り、経済成長 と環境 との調和

の実現 に資す るこ とが可能であ り、 この ような理由に よ り、映像 系情報

通信分 野に対 しては、現在 、従来 の枠組 みを超 えた新 しい時代へ の変革

をもた らす牽 引車 としての役割 が期待 されている。そ して、社会 のあら

ゆ る側面 にその影響 は浸透 してい くもの と予測 され る。

例 えば、今後、様 々 な教育機関 にお いて、 自己の考 えや イメー ジを映

像に よって表現 し、説明す るな どの映像情報発信能力や映像 系情報 シス

テムが持つ特徴 を十分理解 し、 その基本的 な操作方法 を身につけ、特徴

に合わせ て使 いこなす ことな どの映像系情報活用能力の育成に取 り組む

こ とが必要 である。 そ して、その際、 これ までの教 育 としての基礎 的 ・

基本的な部分 をお ろそかにす ることな く、新 たに映像 系情報活用能力も

重要 な資質 として捉 え、学習者の発達段 階に合 わせて、 その育成に取 り

組 まなければな らない。

また、ケー ブルテレビ等の発展 に より、在宅教 育 システムが普 及す る

こ とも遠 い夢ではない。 これは、 教育情報及び教 育環境の全 国的な均等

化 を実現可能にす るもので、 これか らは、各入が、好 きな時に、 好 きな

先生 の講座 を選択 、学習 できるような環境 の形成が可能 にな ってい く。

そ して、将来には、情報通信基盤 の整備 等によ り、外国の大学の講座 を

自由に選択す るような制度 を構築 す るこ とも十分 可能 となる。 この よう

に、世界 の英知 を人類が共有 してい くこ とも夢ではな くなるであ ろう。

これは、 まさに、 日本 に居 なが ら、留学が実現す るこ とを意味 している

のである。

さらに、映像 、音声、文字、図形等を効果的 に活用 したマルチ メディ

ア技術の教育への応用 は、必要 な事 項 を好 きな時間に 自由 自在に検 索 し、

反復学習 を容易にす る。 そ して、学習の進度や水準 も利用者に最適 な も

のが選択 で き、 また、教材 それ 自体 が、 「わか りやす い」、「興味深い」と



第4節 映像新時代の発展とマルチメディアの推進 一357一

いった特徴 を有す る点か らも極め て高い効果が期待 されている。 この よ

うに、 これ まで高度 で難解 であった学問領域 に対す る理解 を容 易にさせ

るこ とが期待 されて いる点において も、専 門的 な学 問領域の普 及を促 進

させてい くであろ う。 まさに、教育効 果の増進及び教育環境の向上等の

観点か ら も、映像系情報通信分野 の発展に対す る期待が高 まっているの

である。

また、医療分野 にお いて も、す でに、ハ イビジ ョンを活用 した遠隔地

医療診断支援 システムや在宅 医療支援 システムの離 島等におけ る実験や

一部実用化 を踏 まえ、全国のどこで も、迅速 かつ最新、最先端 の医療サー

ビスの提供 を実現す ることが期待 されている。例 えば、深夜や休 日に「子

供が突然発病 した。」などの状 況に対 し、家庭 に居 なが らに して、ケーブ

ルテ レビの双方向機能等の活用 を通 じて、 医療支援 システムを構築すれ

ば、医師に よる初期対応等の適切 な処置等によ り、迅速 な治療 が可能 と

なろ う。そ して、 これは、一 人の医師が、広範囲にわたって より多 くの

患者に接す るこ とが可能 とな るこ とを意味 し、福祉の向上のみな らず、

効率性の観点か らも大幅な向上が実現 し得 るので ある。

さらに、すでにCGや バーチャル リア リティ技術 を用 いたシ ミュ レー

ション手術 等を行 い、事 前に治療方法等 を確認す ることによ り、手術時

間の大幅 な短縮 を実現す るなどの効果がすでに実証 されて きてい る。 こ

れが将来、立体 映像通信や グループ ウェア(注)技術等 と連動す ることにな

れば、その分野 の世界的権威 との共同作業 によ り、世 界最先端の医療サー

ビスの受診が、離島 ・山村 な ど、 どの ような場所にいて も、生活圏に依

存す ることな く可能 になって くる。 これは、 映像新 時代 におけ る最大の

福音の一つになろ う。

(注)グ ループ ウ ェア とは、ネ ッ トワー ク上 にお いて、複数 に る共 同作業 の実 施 を支

援 す るため に開 発 され たシ ステムの総 称。
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社会参 画の機会 を向上 させ る効果 として も、高度 な コミュニケー ショ

ン環境 と高機 能端末 等の開発 によ り、在宅勤務 等の進展 が可能 となって

い く。 この ような環境 においては、各人に とって最 も快適 かつ便利 な空

間 として形成 されている家庭 にお いて勤務や社会 活動等へ の参加 が可能

となってい く。 そ して、女性、高齢者及 び身体 障害者等の社会参 画を一

層容易に してい くもの と考 え られ る。

しか も、映像 系情 報通信分野 の発展 によ り、現在、地域問で偏在 して

いる情報格差 の解消 を促進 してい くこ とが可能 とな り、 これは 多極分散

型国土形成に向けた大 きな要 因 とな るであろ う。この ためには、映像 デー

タベー ス等の整備 を図 り、現在、 映像 ソフ トを所有 して いる映像 ライブ

ラ リー、図書館 及び美術館 等 をネ ッ トワー ク化 し、現在、全国に偏在 し

ている映像資源の有効活用 を図 ることが必要 であろ う。 また、所在地や

所有者等 、映像情報 それ 自体に関 す る情報 の整理 を一体 となって確立す

るこ とに よ り、映像情 報へ のア クセスの 向上 を実現 す る こ とが可能 と

な ってい く。 もちろん、 これは映像 ソフ トの円滑かつ適切 な権利処理体

制の構築 と不可分 なのは言 うまで もない。

(3)映 像新時代の進展 と情報通信環境の変化

現在、注 目を集め ているマルチ メデ ィア技術や その利用が、 国民に浸

透 してい くことを通 じて、各個 人の行動様式や意思決定 に大 きな影響力

を有 してい る情報 の流通形態に も変化が予想 され る。つ まり、現在は、

社会生活 において、テ レビや新聞等のマ スメデ ィアによ り取捨選択、編

集 された情報に対 し大 き く依存 してい る。しか し、今後は、マ ルチ メディ

ア技術の進展、機器及び通信 ネ ッ トワー クの発達 によ り、誰 もが、広 く

情報の発信 を行 い、意志伝達能 力の高い映像情報 の直接的 な送受信が可

能になるな ど、 メデ ィア環境 自体の変革 をもた らしてい くもの と予想 さ

れ る。
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一方、利用者の嗜好 ・用途にあ った様々な コ ミュニ ケーシ ョン手段 の

需要が高 まれば高 まるほ ど、手紙や はが きの ように、現物性、情緒1生及

び儀ネレ性を備 え、紙の材質や色あい等、 メディア自体 が意志伝達 を行 う

際の有効 な手段 となる通信方法に対す る役割が一層重要 となってい くこ

とが想定 されて いる。 そ して、例 えば、郵便において も絵手紙の ような

視覚に訴 える使われ方 も増 えて きている ところである。 また、書籍 のよ

うに、安価 で、 いわゆ る 「斜め読み」がで きるなど、取扱が簡単 で、保

存に も適 したメディアの存在価値 も依 然 として有用であろう.こ のよう

に、今後は、電 子及び紙等の各 メデ ィアが有す るそれぞれの特性 に着 目

した利用が より顕著にな り、各 メデ ィアが相互補 完的な役割 を果 たしつ

つ進化 してい くもの と予 想 され ている。

この ように、映像新 時代 の到来は、社会福祉の向上や生活様式 ばか り

か メデ ィア環境 自体 に も大 きな変革 をもた らす もの と考 えられ る。そ し

て、映像新時代 を迎 え るに当たって、我々は、人間社会の未来に対 し極

めて大 きな期待 を寄せ るこ とがで きる。 そ して、映像新時代 の進展に向

けて、現 存す る諸課題 に対 し、積極 的な姿勢で望 むこ とが求め られてい

る。
L

221世 紀に向けた課題

(Dイ ンフラス トラクチ ャの整備

映像新時代 の進展 によ り、すべ ての個 人が、帰属す る地域 に依存す る

ことな く、全 国の どこにいて も、映像情報 に 自由に接す るこ とが可能に

なると考 えられている。そ して、この観点か ら、衛星系及 び地上系等の

情報通信 インフ ラス トラクチャの体系的かつ調和の とれた整備 が重要 で

あ り、とりわけ、大容量かつ高速 な情報通信環境 を創 出す る光 ファイバー

網等 の全国的な普及推進が不可欠 であると考 え られ る。
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現在、光 ファイバー網 の整備 に関 しては、その経 費が莫大 になる もの

と予想 され るため、全 国的 な整備 を経済性 に依存 す る民 間部 門のみに委

ね るこ とで十分可能か懸 念す る向 きもあ る。ボー ダー レス化が進展 し、

情報通信 の さらな る高度化が求め られてい る今 日、本問題へ の対応が、

急務 の課題 となっている。一方、 この ような社会 資本の整備 に伴 い、高

度な通信機器や伝送路等、 これ までに顕在化 していなか った莫大 な新規

投資需要が生み 出されてい くもの と考 え られている。 これ は、1章 でも

言及 しているが、大容量かつ高速な情報通信環境 を可能 にす るATM交

換機や光 ファイバー等新世代通信網 の構築の ため の投資 による経済波及

効果 は、 その2.13倍 の生産額 を生み 出 し、電気通信 ・放送事業の設備投

資に よる2.09倍 の波及効 果 と比較 して も高 い効果が算出 されて る。 そし

て、その整備が進展 して い く過程 で、教育及 び医療 をは じめ とした広範

な分 野に恩 恵をもた らし、それが及ぼす企業活動 や生 活様式の変化等に

よ り、い わゆ る情報家 電等 の新 しい財や サー ビス需要 の創 出が相 乗的

に進行 し、情報通信機 器製造業や映像 ソフ ト産業 のみな らず、映像系情

報通信産業全体 が大 き く成長 してい くもの と予想 されてい る。 このよう

に、映像新時代 を支 え るインフラス トラクチ ャの整備が、経済構造 を変

革 し、新 たな成長へ の源泉 となることが期待 されている。

また、先進諸外国において も、例 えば、米国においては、国家 の発展

を支 える重要 な社会基盤 として、広帯域情報通信網の整備計画が検 討さ

れている。 そして、欧州 にお いて も、 ドイツや フランス等の よ うに、光

ファ イバー網 の敷設や それ を活用 した実験が計画的に実施 されてい る。

この ように、広 帯域情報通信網の構築 は、諸外国 にお いて も、新 しい社

会発展のための戦略的部 門として位 置づけ られ、今後の経 済 ・社会 活動

に とって、不可欠 な基盤 として位置づ け られてい る。我が国において も、

このよ うな観 点か ら、 この社 会資本 として の新 しい情 報通 信 インフラ¢
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整備の方策 につ いて、早期 の国に よる検討が求め られてい るといえよう。

(2)映 像 ソフ トの制作振 興

映像 新時代 の進展に よ り、必要 な映像情報が 自由 自在に、 しか も、消

費者の個 別の知的関心や 需要 に応 えた高度 で多様かつ専 門的な質の高い

映像 ソフ トが容易 に入手可能 になってい くこ とが期待 されている。 また

多メディア ・多チャンネル化の進展 とともに、映像 ソフ トに対 する需要

も膨大に なるこ とが予想 されている。

また、2節 で述べ た とお り、 「郵政関連業実態調査」によれば、放送 番

組制作事業者等 が有す る現状 の問題点 として、 人材不 足が深刻化 してい

る。 しか も、放送番組制作事業者 の55.0%が 東京に立地 し、東京一極 集

中化傾 向にあ り、地域の映像情報発信機能の強化が急務 となっている。

さらに、映像 ソフ トの国際収支分析 に よれ ば、3年 度にお いて も、輸出・

輸入の割合が、1対4と 圧倒的な入超状態 を示 してい るが、我が国か ら

海外へ向けての映像情報発信機能 を強化す るこ とが同様 に求め られてい

る。

つま り、今後、 このよ うな課題 に対処 してい くためには、映像 ソフ ト

の量的及び質的観 点か らの振興 が必要に なっている。そのため、映像 ソ

フ トの制作 に関す る支援施策 を検討す ることが必要 であ り、映像 情報 資

源の経済 的、文化的価値 を最大限活用 し、 ワン ソー ス ・マルチユース化

を一層促進す るための円滑かつ適切 な知的財産権処理体制 の整備が必要

である。 そ して、今 後予測 され るいわゆ るメデ ィア融合 の進展等に も対

応す るために、異 なった種類の メデ ィアに も共通の ソフ トが利用 できる

ようにす るための符号化技術の統合化の実現 等が不可欠 となっている。

(3)技 術開発の促進

映像新 時代 においては、 時間 と空間を超越す るという電気通信の効 果

が限 りな く向上す る もの と考 えられ る。この ためには1コ ミュニケー ショ
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ンの窓 口とな るデ ィスプ レイの臨場感 を向上 させ るこ とが不可 欠 であ

り、この観点か らも、立体 映像やバーチ ャル リア リテ ィ技術 の応用が急

務 の課題 になってい る。

また、 この ような大容 量情報の処理や 伝送 を安価 に可能 にす るための

端末機器及 び伝送装 置等の開発 は もちろんの こと、操作 が極 めて簡単で

誰 もが気軽に利用で きるよ うなシステムの開発 が必要 であ る。

さらに、カ ラーテ レビ電話機能 と高い情報処理機能 等 を併せ持 ち、こ

れ までにない新 しいサー ビスの提供 が期待 され る携帯 型マルチ メディア

端 末の よ うに、広 帯域の無 線通信網 の整備 を必要 とす るパー ソナ ルメ

デ ィアの普及 を実現す るため には、周波 数資源 が有 限であ ることか ら、

新 たな周波数資源の開発 と既存周波数帯 の一 層効率的 な利用 技術 の確立

が肝要 である。 そして、 このよ うな先端 的な技術 開発分 野には、莫大な

投資が必要 であ り、政府 による先導的な開発 のみな らず、投 資及 び研究

の効率化 の観点か ら、産 ・学 ・官の密接 な協 力体制の構築 と国際協力の

推 進が必要 である。そ して異なる製造事業者等 に よって製作 された端末

間の通信 を確実に成立 させ 、消費者の利便性 を向上させ る観点等か らも、

端末間の互換性等 に関す る国際標準の作 成が不 可欠であ ることは言 うま

で もない。 この ような理由か ら、ITU等 の国際機 関 を活用 す るな ど、

国際社会 の発展 に向けた協調体制 の構築 等に対 す る積極 的な貢献が求め

られてい る。

(4)総 合 的政策の推進

近年のマルチ メディア技術 の発達に よ り、 コ ミュニケー シ ョンの方法

も、利用者が 「わか りやす い」形 で、 しか も 「自分 の個性 にあった方法」

で確立す ることが予想 されてい る。 このためには、利用者 に対す る物理

的及 び技術的 な制約 をで きるか ぎ り解決 してい くこ とが肝要 であ り、

ヒューマ ンイン タウェイス技術等 の充実 を図 ることが必要 であ る。また、
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マルチ メディア機器の利用 を始め とした映像 メデ ィアの リタラシーの向

上 を図るための学習機会の拡充 も期待 され ている。 そ して、前項 まで述

べ てきた ように、 インフラの整備、 ソフ トの振興及 び技術開発 のための

施策の推進が不可欠 になっている。

一方、飛躍的な技術開発の進展及び個別の消費者需要 に基づ いた高度

なサービスへ の期待 等に よ り、通信、放送 及びパ ッケー ジソフ ト等 を始

め とした多種 多様 な メデ ィア間におけ る映像 ソフ トの相互利用の促進 と

情報伝達手段 の共有化等に よる映像 メデ ィア全体の発展 が期待 されてい

る。そ して、 この ような状況が 想定 され る中で、政府 としても、国民 の

需要に応 え、公共 の福祉の増進 を図 る観 点か ら、映像 メディアの振興 と

いう広 い立場 に立 って、総合的 な政策の検討 を行 うことが必要 となって

いる。




